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平成３０年度当初予算について

１ 基本的な考え方

市民の皆様が未来に希望を感じることができる下関を実現するため、 

『希望の街へ 改革への挑戦』を基本姿勢とし、「活力」「賑わい」「優

しさ」「安心」の４つの視点から各種施策を推進していきます。

２ 行財政改革の推進 

「改革への挑戦」の一環として、平成２９年７月に定めた「行財政運営

と改革の基本方針」に基づき、行財政改革推進会議（愛称：下関せんたく

会議）において、あらゆる観点からゼロベースで見直しを行い、財政の持

続可能性の確保と「希望の街・下関」の実現に向けた諸施策を実施するた

めの財源を確保しました。

３ 「希望の街」の実現に向けた取組 

「希望の街・下関」の実現に向けた諸施策を推進するため、予算編成方

針において「希望の街実現枠」として、『活力創出事業』、『にぎわい創

出事業』、『優しいまち実現事業』、『安心確保対策事業』、『明治維新

150 年記念事業』の５つの重点事業を設定し、将来への投資型事業への選

択と集中を行いました。

４ 財源不足への対応 

予算編成方針の作成段階では、平成３０年度の財源不足額を４８億円と

見込んでいました。この財源不足に対しては、せんたく会議における事業

見直しや予算編成過程を通じて財源確保対策に取り組むとともに、ボート

レース事業収入や特定目的基金を活用し(11.8 億円)、なお不足する額に

ついては財政調整基金の取崩し(25 億円)により対応しました。 
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◆ 既存の事業等についてゼロベースで見直し 

◆ 取組の効果額は、一般財源ベースで約７．８億円 

◆ この取組の成果を、平成３０年度当初予算の「希望の街実現枠経費」及

び「財源不足対策経費」に活用 

取り組み結果の反映
事業等見直し 

７.８億円 

※見直し事業等は 

Ｐ61 に記載 

２.６億円 

・活力創出事業  0.6億円 

・にぎわい創出事業 1.1億円 

・優しいまち実現事業 0.5億円 

・安心確保対策事業 0.1億円 

・維新150年記念事業 0.3億円 

５.２億円 

・財政調整基金取崩の縮減 2.8億円 

・地方交付税合併算定替の縮減 
1.5億円 

など

○希望の街実現枠経費

○財源不足対策経費

「改革への挑戦」 
行財政運営と改革の基本方針に基づく取組 
（下関せんたく会議による取組の成果） 
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(単位：千円)

事業名 予算額

152,629 

中山間地域魅力体験ツアー事業 <まちづくり支援課> 1,000

※ 介護人材確保・定着職場改善支援事業 <介護保険課> 7,000

あきんど活性化支援事業費補助金（拡充） <産業振興課> 2,500

ふるさと起業家支援補助金 <産業振興課> 22,000

※ 創業支援型地域活性化事業 <産業振興課> 12,000

※ 遊休不動産マッチング支援型地域活性化事業 <産業振興課> 7,400

※ 地域資源活用促進事業 <産業振興課> 30,000

※ 都市間連携地域産業活性化事業 <産業振興課> 10,000

※ 下関地域商社･海外販路開拓支援事業 <産業振興課> 20,000

オフィスビル建設促進事業 <産業立地･就業支援課> 600

※ 女性の再就職促進事業 <産業立地･就業支援課> 5,500

※ アクティブシニア就業支援事業 <産業立地･就業支援課> 5,200

新規就農者定着促進事業 <農業振興課> 1,000

農業経営省力化普及事業 <農業振興課> 1,000

スマート農業推進事業 <農業振興課> 1,900

※ 農水産物需要拡大事業 <農業振興課> 7,000

自伐型林業研修業務 <農林整備課> 1,000

藻場再生事業 <水産課> 700

「瓶詰めうに発祥の地」加工原料確保推進事業 <水産課> 2,000

※ 種苗生産･中間育成事業(栽培漁業センター) <水産課> 9,395

※ 種苗放流事業 <水産課> 4,474

※ 水産物ブランド化推進事業 <水産課> 960

２ にぎわい創出事業 179,477  

移住者新築住宅購入支援事業（拡充） <企画課> 20,000

“出会いの場”婚活サポート事業 <企画課> 3,000
※ 移住総合窓口の運営 <企画課> 13,000
※ 移住ＰＲ事業 <企画課> 7,000

※ 関門地域ブランディング事業 <企画課> 6,800

にぎわいのまちづくり促進事業
<豊田総合支所>
<豊北総合支所>

2,000

介護人材確保・空き家有効活用共同支援事業
<介護保険課>
<住宅政策課>

10,400

市民参加型商店街にぎわい創出事業 <産業振興課> 1,000

まちづくり人材育成型地域活性化事業（拡充） <産業振興課> 6,800

観光スポットフリーWi-Fi環境整備事業 <観光施設課> 6,000
※ 関門連携フィルム･コミッション事業 <観光政策課> 7,226
※ 関門回遊性向上事業 <観光政策課> 3,500

※ ビックデータを活用した戦略的観光振興事業 <観光政策課> 4,300

※ しものせき未来創造jobフェア等開催事業 <産業立地･就業支援課> 23,000

※ 新卒就活応援事業 <産業立地･就業支援課> 11,300

※ 就農円滑化対策事業(定着支援給付金) <農業振興課> 2,563

※ は地方創生推進交付金活用事業

１ 活力創出事業

希望の街実現枠事業
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(単位：千円)

事業名 予算額

※ ニューフィッシャー確保育成推進事業 <水産課> 11,488

空き家居住促進改修補助金（拡充） <住宅政策課> 600

下関駅周辺地区市営住宅等再生可能性検討業務 <住宅政策課> 1,000

中心市街地北側斜面地調査業務 <市街地開発課> 1,000

下関港ウォーターフロント開発推進事業 <港湾局> 8,000

外国客船受入環境強化業務(一般会計繰出分) <港湾局> 7,000

※ 客船誘致（関門港プロモーション強化事業） <港湾局> 22,500

３ 優しいまち実現事業 47,840  

こども発達センター管理運営業務（拡充） <こども育成課> 21,380

地域医療確保対策業務 <地域医療課> 8,500

豊田中央病院医師確保対策事業 <豊田中央病院> 14,149

保健・医療・福祉共同研究事業(一般会計繰出分) <豊田中央病院> 500

スロージョギング推進事業 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課> 1,000

生活バス運行事業（ワンコイン化） <交通対策課> 2,311

４ 安心確保対策事業 13,500  

自主防災リーダー育成事業 <防災安全課> 500

通学路安全対策事業 <道路課> 2,000

密集市街地環境整備事業 <都市計画課> 11,000

５ 明治維新１５０年記念事業 29,950 

いしん１５０構想関連事業 <企画課> 3,000

いざ挑戦！おもしろき応援事業 <企画課> 10,000

タウン誌発行事業 <企画課> 6,000

下関ブランド発信事業 <産業振興課> 5,000

明治維新１５０年記念事業補助金 <観光政策課> 2,450

「ふるさと発見！」下関歴史かるた作成 <教育研修課> 800

ジュニア下関ＰＲ隊任命 <教育研修課> 200

勝山御殿跡明治維新１５０年記念事業 <文化財保護課> 2,500

※ は地方創生推進交付金活用事業

総事業数 ６２事業 

総事業費 ４億２,３４０万円 

（うち 一般財源 ２億６,００９万円） 
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●重点施策関係事業

事業名 予算額

・ こども発達センター管理運営業務 <こども育成課> 51,342       

・ 保育環境の整備 <こども育成課> 54,250       

<学校支援課>

<学校保健給食課>

・ 放課後児童クラブの施設整備 <こども家庭課> 66,700       

・ 保育料の軽減 <こども育成課> 895,240      

(825,240)

(70,000)

・ 子ども医療費の助成 <こども家庭課> 133,330      

・ 下関港ウォーターフロント開発推進事業 <港湾局> 8,000        

・ 明治維新150年関連事業 29,950       

●新規拡充事業の状況

・ 学校環境集中改善事業 295,000      

(単位：千円)

あるかぽーとエリア、岬之町エリアを中心とした関門海峡沿いのウォーターフロ
ントエリアの開発整備に向け、事業者参入要件の整理等を行う。

　小学校１年生から中学校３年生までの医療費の一部を助成する。
　(窓口負担：３割→２割）

　市条例による国基準保育料の引下げ(軽減額)

　明治維新１５０年という大きな節目を迎えるにあたり「維新発祥の地 下関」
を積極的にＰＲするために、官民一体となって記念事業の開催等を行う。

　小･中学校の普通教室への扇風機の設置、各フロアの洋式トイレの設置等の環
境改善事業を集中的に行う。

　中央こども園に児童発達支援事業所「どーなつ」を移転・併設し、施設定員を
10名増員するとともに、専門職員を倍増させ、療育支援等を充実させる。

　第２子保育料軽減事業

　遊戯室を保育室として利用している市立保育園６園に空調施設を整備するとと
もに、西市こども園において保育環境整備のための大規模改修を行う。また、私
立保育園１園に大規模改修のための経費の一部を補助する。

　児童クラブ４箇所に空調設備を設置し、全ての児童クラブへの空調の設置を完
了させるとともに、生野児童クラブの移転・改修、熊野児童クラブ専用棟増築整
備により待機児童ゼロを目指す。

新 

拡 

拡 

新 

（単位：事業）

項 目 新 規 事 業 拡 充 事 業 合 計

平成３０年度 76     22     98     

平成２９年度
(６月補正後) 41     8      49     

増　　減 35     14     49     

76 

41 

22 

8 

 -

 20

 40

 60

 80

 100

 120

平成３０年度 平成２９年度

新規・拡充事業の増減状況

新規事業 拡充事業
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概　　　　　括

・会計別予算規模(対前年度比) (単位：百万円)

区　　　分 平成30年度 平成29年度
（6月補正後）

増  減  額 増 減 率 ％

114,285    119,298    △5,013     △4.2       

75,562     84,527     △8,965     △10.6      

計 189,847    203,825    △13,978    △6.9       

企　業　会　計 91,319     92,216     △897       △1.0       

※公債管理特別会計の予算額は、他の会計の公債費と重複するため予算の規模からは除外しています。

※平成29年度の特別会計の予算額は、比較のため5月補正予算額(前年度の赤字処理分)を除いています。

一　般　会　計

特　別　会　計

●一般会計は、奥山工場ストックヤード整備事業、本庁地区こども園整備事業、菊川総
合支所整備事業などの建設事業費の減により、約50億円の減となっています。

●特別会計は、国保事業の広域化による国保会計の減や土地開発公社解散関係経費の皆
減による土地取得事業特別会計の減などにより、全体の規模は約90億円の減となってい
ます。

●企業会計は、ボートレース事業会計の収益事業の減などにより、全体の規模は約9億円
の減となっています。

1,142 1,140 

1,097 

1,198 
1,172 1,175 

1,250 

1,192 

1,247 
1,226 1,265 

1,178 1,193 
1,143 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

億円 当初予算規模の推移（一般会計）

当初 肉付補正 計
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・一般会計の歳入の状況(対前年度比)　 (単位：百万円)

区　　分 平成30年度
平成29年度

（6月補正後）
増  減  額 増 減 率 ％

市　　　　税 32,751      33,233      △482          △1.5          

　 うち市民税 14,937       15,205       △268          △1.8          

　 うち固定資産税 13,812       14,004       △192          △1.4          

　地方譲与税･交付金 6,395       6,968       △573          △8.2          

地 方 交 付 税 26,124      25,443      681            2.7            

国・県支出金 23,867      24,240      △373          △1.5          

繰　 入　 金 3,689       4,112       △423          △10.3         

市　　　　債 9,692       13,982      △4,290        △30.7         

その他の収入 11,767      11,320      447            3.9            

合　　計 114,285     119,298     △5,013        △4.2          

(単位：千円)

区分 平成３０年度 構成比 平成２９年度 構成比

自主財源 48,207,298 42.2% 48,664,777 40.8%

依存財源 66,077,702 57.8% 70,633,613 59.2%

●地方交付税の増は、臨時財政対策債への振替が減少したことによるものです。

●繰入金の減は、公共施設整備基金や財政調整基金からの繰入金が減少したことなどに
よるものです。

●市税の減は、固定資産税の評価替えによる減や個人市民税及び法人市民税の減による
ものです。

●市債の減は、建設事業費の減及び臨時財政対策債の減によるものです。

●地方譲与税･交付金の減は、地方消費税交付金や株式等譲渡所得割交付金の減などによ
るものです。

自主財源 482.1億円
42.2%

依存財源 660.8億円
57.8%

市税 327.5億円

28.7%

その他の収入

117.7億円

10.3%

繰入金 36.9億円

3.2%

地方譲与税・交

付金 64.0億円

5.6%

地方交付税 261.2億円

22.8%

国・県支出金

238.7億円

20.9%

市債 96.9億円

8.5%

歳入の状況（一般会計）
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・一般会計の歳出(目的別)の状況(対前年度比) (単位：百万円)

区　　分 平成30年度
平成29年度

（6月補正後）
増  減  額 増 減 率 ％

議 　会　 費 590         599         △9            △1.5          

総　 務　 費 9,597       10,077      △480          △4.8          

民   生　 費 45,802      46,418      △616          △1.3          

衛　 生　 費 10,522      12,528      △2,006        △16.0         

労   働　 費 237         222         15             6.8            

農林水産業費 4,822       4,405       417            9.5            

商   工　 費 5,388       6,209       △821          △13.2         

土   木   費 12,627      13,402      △775          △5.8          

消   防   費 3,383       3,399       △16           △0.5          

教   育   費 7,924       8,425       △501          △5.9          

災 害 復 旧 費 10          10          -              -             

公   債   費 13,283      13,504      △221          △1.6          

予   備   費 100         100         -              -             

合　　計 114,285     119,298     △5,013        △4.2          

●土木費の減は､公共下水道事業会計補助金や港湾会計繰出金の減などによるものです｡

●衛生費の減は､奥山工場ストックヤード整備事業の終了などによるものです。

●商工費の減は､商工関係貸付金や観光施設改善業務の事業費の減などによるものです。

●民生費の減は､本庁地区こども園整備事業費の減などによるものです。

●教育費の減は､菊川体育館建設事業の終了などによるものです。

●総務費の減は､菊川総合支所整備事業費の減などによるものです。

議会費

5.9億円

0.5%

総務費

96.0億円

8.4%

民生費

458.0億円

40.1%

衛生費

105.2億円

9.2%労働費

2.4億円

0.2%

農林水産業費

48.2億円

4.2%

商工費

53.9億円

4.7%

土木費

126.3億円

11.1%

消防費

33.8億円

3.0%

教育費

79.3億円

6.9%

災害復旧費

0.1億円

0.0%

公債費

132.8億円

11.6%

予備費

1.0億円

0.1%

歳出の状況（一般会計・目的別）
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・一般会計の歳出(性質別)の状況(対前年度比)　
(単位：百万円)

区　　分 平成30年度
平成29年度

（6月補正後）
増  減  額 増 減 率 ％

人　 件　 費 21,590      21,553      37             0.2            

扶　 助　 費 27,334      27,450      △116          △0.4          

投 資 的 経 費 8,812       12,938      △4,126        △31.9         

うち普通建設事業 8,802       12,929      △4,127        △31.9         

　　うち補助事業 3,550       5,013       △1,463        △29.2         

　　うち単独事業 5,252       7,916       △2,664        △33.7         

公　 債　 費 13,283      13,504      △221          △1.6          

繰　 出　 金 16,085      16,058      27             0.2            

そ　 の　 他 27,181      27,795      △614          △2.2          

合　　計 114,285     119,298     △5,013        △4.2          

(単位：千円)

区分 平成３０年度 構成比 平成２９年度 構成比

義務的経費 62,207,000 54.4% 62,506,515 52.4%

投資的経費 8,811,814 7.7% 12,962,029 10.9%

その他一般行政経費 43,266,186 37.9% 43,829,846 36.7%

●投資的経費の減は、奥山工場ストックヤード整備事業、菊川総合支所整備事業などの
建設事業費の減によるものです。

●その他の減は、公共下水道事業会計への補助金の減などによるものです。

●公債費の減は、長期資金利子の減などによるものです。

●扶助費の減は、生活保護費の減などによるものです。

義務的経費 622.1億円

54.4%

投資的経費 88.1億円

7.7%

その他一般行政経費

432.7億円

37.9%

人件費 215.9億円

18.9%

扶助費 273.4億円

23.9%

公債費 132.8億円

11.6%普通建設

（補助） 35.5億円

3.1%

普通建設

（単独） 52.5億円

4.6%

災害復旧費 0.1億円

0.0%

物件費 141.3億円

12.4%

維持補修費 15.5億円

1.3%

補助費等 74.2億円

6.5%

積立金 8.2億円

0.7%

投資及び出資金 2.9億円

0.3%

貸付金 28.8億円

2.5%

繰出金 160.8億円

14.1%

予備費 1.0億円

0.1%

歳出の状況（一般会計 性質別）
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・基金残高(定額運用基金を除く)の状況
(単位：百万円)

財政調整基金 減債基金 特定目的の基金 合　　計

平成29年度末見込 7,528       6           7,498       15,032      

取　崩　額 2,500       1,182       3,682       

積　立　額 1,000       822         1,822       

平成30年度末見込 6,028       6           7,138       13,172      

△ 1,500 0 △ 360 △ 1,860 残高増減

※財政調整基金の決算剰余金積立は、29年度決算が確定した後、補正予算において積立てを行うため、現
時点では積立額は未定ですが、近年の実績から10億円と仮定して計上しています。

●基金については、財政調整基金のほか合併振興基金(約4.9億円)などを取り崩すため、
30年度末残高見込は約19億円減の131.7億円となっています。

※ 

※平成２９年度及び平成３０年度は見込額

92.1 
100.4 100.3 102.4 104.0 110.3 

92.1 100.4 102.4 102.5 102.4 
88.8 

75.3 
60.3 

36.3 
36.3 

26.0 14.7 9.7 

9.7 

9.8 
6.8 6.8 

4.8 2.8 

2.0 

0.0 

0.0 

84.9 
85.2 

85.3 
90.1 92.2 

100.0 

106.8 
109.4 

120.9 

99.2 
88.2 

77.3 

75.0 

71.4 

213.3 221.9 
211.6 

207.2 205.9 

220.0 
208.7 216.6 

230.1 

206.5 

193.4 

168.1 

150.3 

131.7 

0

50

100

150

200

250

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

億円

基金残高の推移 (定額運用基金を除く) 
財調 減債 特目

【財政調整基金の積立と取崩しの状況】(H28までは決算、H29は見込み)

(単位：百万円)

H24 H25 H26 H27 H28 H29

積  立 1,336 994 1,211 1,191 1,139 1,424

取崩し 500 800 1,200 1,200 2,500 2,775

残  高 10,044 10,238 10,249 10,240 8,879 7,528
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・一般会計の市債残高の状況
(単位：百万円)

うち臨時財政対策債

平成29年度末残高見込 83,582      51,267      50,026      134,849     

借　入　額 5,243       4,449       4,449       9,692       

償　還　額 8,377       3,989       3,668       12,366      

平成30年度末残高見込 80,448      51,727      50,807      132,175     

△ 3,134 460         781         △ 2,674 

※特別債は、減税補てん債・臨時財政対策債の合計額

●プライマリーバランスについては、通常債ベースで約31億円の黒字となっています。

通　常　債 特　別　債 合　　計

●特別債の残高については、臨時財政対策債の借入額が償還額を大きく上回るため、残
高見込額は約5億円増の517億円となっています。

 

●通常債の残高については、奥山工場ストックヤード整備事業、本庁地区こども園整備
事業、菊川総合支所整備事業などの建設事業費が減少し、償還額が借入額を上回るた
め、残高見込額は約31億円減の804億円となっています。

残高増減

※平成２９年度及び平成３０年度は見込額

※特別債は、減税補てん債・臨時税収補てん債・臨時財政対策債の計
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836 820
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367
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418

446 465 487 497 513 517
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1,300
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0

200

400

600

800
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億円

市債残高の推移（一般会計）

通常債 特別債 市債 計
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会 計 別 前 年 度 対 比 表
(単位：千円)

会　計 ・ 款　別 予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

市 税 32,751,312 28.7 33,233,266 27.9 △ 481,954 △ 1.5

　　　うち 市民税 14,937,696 13.1 15,204,685 12.7 △ 266,989 △ 1.8

　　　うち 固定資産税 13,811,737 12.1 14,004,074 11.7 △ 192,337 △ 1.4

地 方 譲 与 税 809,665 0.7 764,827 0.7 44,838 5.9

利 子 割 交 付 金 36,719 0.0 44,015 0.0 △ 7,296 △ 16.6

配 当 割 交 付 金 100,115 0.1 258,905 0.2 △ 158,790 △ 61.3

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 102,952 0.1 265,862 0.2 △ 162,910 △ 61.3

地 方 消 費 税 交 付 金 4,680,553 4.1 5,110,088 4.3 △ 429,535 △ 8.4

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 54,181 0.0 50,368 0.0 3,813 7.6

自 動 車 取 得 税 交 付 金 331,817 0.3 208,917 0.2 122,900 58.8

国有提供施設等所在市助成交付金 78,899 0.1 84,115 0.1 △ 5,216 △ 6.2

地 方 特 例 交 付 金 155,628 0.1 134,116 0.1 21,512 16.0

地 方 交 付 税 26,124,170 22.9 25,443,000 21.3 681,170 2.7

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 44,059 0.0 46,311 0.0 △ 2,252 △ 4.9

分 担 金 及 び 負 担 金 953,565 0.8 992,591 0.8 △ 39,026 △ 3.9

使 用 料 及 び 手 数 料 3,933,525 3.4 3,984,311 3.4 △ 50,786 △ 1.3

国 庫 支 出 金 16,259,138 14.2 16,473,418 13.8 △ 214,280 △ 1.3

県 支 出 金 7,608,123 6.7 7,767,287 6.5 △ 159,164 △ 2.0

財 産 収 入 408,615 0.4 351,999 0.3 56,616 16.1

寄 附 金 430,533 0.4 508,284 0.4 △ 77,751 △ 15.3

繰 入 金 3,688,822 3.2 4,111,633 3.5 △ 422,811 △ 10.3

繰 越 金 600,000 0.5 600,000 0.5 0 0.0

諸 収 入 5,440,926 4.8 4,882,693 4.1 558,233 11.4

市 債 9,691,683 8.5 13,982,384 11.7 △ 4,290,701 △ 30.7

議 会 費 589,540 0.5 598,594 0.5 △ 9,054 △ 1.5

総 務 費 9,597,266 8.4 10,077,203 8.4 △ 479,937 △ 4.8

民 生 費 45,801,829 40.1 46,417,740 38.9 △ 615,911 △ 1.3

衛 生 費 10,522,121 9.2 12,528,109 10.5 △ 2,005,988 △ 16.0

労 働 費 236,558 0.2 221,569 0.2 14,989 6.8

農 林 水 産 業 費 4,822,358 4.2 4,404,890 3.7 417,468 9.5

商 工 費 5,387,957 4.7 6,209,671 5.2 △ 821,714 △ 13.2

土 木 費 12,626,606 11.1 13,401,686 11.2 △ 775,080 △ 5.8

消 防 費 3,383,360 3.0 3,399,174 2.9 △ 15,814 △ 0.5

教 育 費 7,924,124 6.9 8,425,507 7.1 △ 501,383 △ 6.0

災 害 復 旧 費 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

公 債 費 13,283,281 11.6 13,504,247 11.3 △ 220,966 △ 1.6

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

  一 般 会 計 　　 計 114,285,000 100.0 119,298,390 100.0 △ 5,013,390 △ 4.2

比　　  較

一
 
般
 
会
 
計
 
・
 
歳
 
出

平 成 ３０ 年 度
平 成 ２９ 年 度
（６月補正後）

一
 
 
般
 
 
会
 
 
計
 
・
 
歳
 
 
入



- 13 -

(単位：千円)

会　計 ・ 款　別 予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

港 湾 会 計 5,695,959 7.5 6,653,059 7.9 △ 957,100 △ 14.4

臨 海 土 地 造 成 事 業 会 計 785,603 1.1 769,013 0.9 16,590 2.2

渡 船 会 計 139,832 0.2 167,376 0.2 △ 27,544 △ 16.5

市 場 会 計 902,120 1.2 853,662 1.0 48,458 5.7

国 民 健 康 保 険 会 計 32,505,060 43.0 38,661,316 45.7 △ 6,156,256 △ 15.9

土 地 取 得 会 計 839,061 1.1 3,105,916 3.7 △ 2,266,855 △ 73.0

観 光 施 設 事 業 会 計 157,212 0.2 160,407 0.2 △ 3,195 △ 2.0

漁業集落環境整備事業会計 15,686 0.0 10,393 0.0 5,293 50.9

介 護 保 険 会 計
(介護保険事業勘定)

28,118,357 37.2 27,212,200 32.2 906,157 3.3

介 護 保 険 会 計
(介護サービス事業勘定)

9,967 0.0 13,987 0.0 △ 4,020 △ 28.7

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 401,792 0.5 394,390 0.5 7,402 1.9

母子父子寡婦福祉資金貸付事業
会計

46,410 0.1 80,786 0.1 △ 34,376 △ 42.6

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 5,006,839 6.6 4,917,974 5.8 88,865 1.8

市 立 市 民 病 院 債 管 理 会 計 938,171 1.3 1,526,019 1.8 △ 587,848 △ 38.5

75,562,069 100.0 84,526,498 100.0 △ 8,964,429 △ 10.6

16,823,760 17,192,148 △ 368,388 △ 2.1

　  総　計（一般＋特別会計）  [注1] 189,847,069 203,824,888 △ 13,977,819 △ 6.9

水 道 事 業 会 計 10,321,374 11.3 9,950,060 10.8 371,314 3.7

工 業 用 水 道 事 業 会 計 370,392 0.4 382,683 0.4 △ 12,291 △ 3.2

公 共 下 水 道 事 業 会 計 16,430,672 18.0 16,651,132 18.1 △ 220,460 △ 1.3

病 院 事 業 会 計 1,354,585 1.5 1,581,331 1.7 △ 226,746 △ 14.3

ボ ー ト レ ー ス 事 業 会 計 62,842,159 68.8 63,651,117 69.0 △ 808,958 △ 1.3

　企　業　会　計　　　計 91,319,182 100.0 92,216,323 100.0 △ 897,141 △ 1.0

[注1] 特別会計のうち公債管理会計は、他の会計の公債費と重複するため、総計額には含んでいません。

[注2] 平成29年度の特別会計の予算額は、比較のため5月補正予算額(前年度の赤字処理分)を除いています。

企
　
業
　
会
　
計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

平 成 ３０ 年 度
平 成 ２９ 年 度
（６月補正後）

比　　  較

特　別　会　計　　　計

公 債 管 理 特 別 会 計
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性質別経費前年度対比表（一般会計）

 (単位：千円)

区　　　　　分 予  算  額 構成比  予  算  額 構成比 差引増減額 増減率 備    考

 (A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

人      件      費 21,589,646 18.9 21,552,999 18.1 36,647 0.2

扶      助      費 27,334,573 23.9 27,449,808 23.0 △ 115,235 △ 0.4 生活保護費の減など

公      債      費 13,282,781 11.6 13,503,708 11.3 △ 220,927 △ 1.6
既往債の元利償還金の
減

小　　　計 62,207,000 54.4 62,506,515 52.4 △ 299,515 △ 0.5

物　 　 件　　　費 14,126,964 12.4 14,626,075 12.2 △ 499,111 △ 3.4
ふるさと納税業務、電
子計算組織業務の減な
ど

維  持  補  修  費 1,547,060 1.3 1,425,640 1.2 121,420 8.5
奥山工場維持補修、学
校維持補修費の増など

補   助   費    等 7,421,754 6.5 8,291,606 7.0 △ 869,852 △ 10.5
水道、下水道会計への
補助金の減など

普通建設事業費 8,801,814 7.7 12,952,029 10.8 △ 4,150,215 △ 32.0  

補　　　助 3,549,931 3.1 5,022,076 4.2 △ 1,472,145 △ 29.3
ストックヤード整備
費、本庁地区こども園
整備費の減など

単　　　独 5,251,883 4.6 7,929,953 6.6 △ 2,678,070 △ 33.8
ストックヤード整備
費、菊川総合支所整備
費の減など

災 害 復 旧 費 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

補　　　助 0 0.0 0 0.0 0 0.0

単　　　独 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

失業対策事業費

補　　　助

単　　　独

計 8,811,814 7.7 12,962,029 10.8 △ 4,150,215 △ 32.0

積      立      金 822,243 0.7 6,804 0.0 815,439 11,984.7
こども未来基金、公共
施設整備基金への積立
金の増など

投 資 及び 出 資 金 287,640 0.3 304 0.0 287,336 94,518.4
水道、下水道事業会計
への出資金の増など

貸      付      金 2,875,793 2.5 3,321,432 2.8 △ 445,639 △ 13.4
商工関係貸付金の減な
ど

繰      出      金 16,084,732 14.1 16,057,985 13.5 26,747 0.2

予      備      費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 114,285,000 100.0 119,298,390 100.0 △ 5,013,390 △ 4.2

比　　較
平 成 ２９ 年 度
（６月補正後）

平 成 ３０ 年 度

建
　
　
設
　
　
事
　
　
業
　
　
費
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施　　　　　策　　　　　の　　　　　概　　　　　要

(1)文化・スポーツの振興 P 16 (1)市街地の整備 P 40

(2)観光・レクリエーションの振興 P 17 (2)公共交通の整備 P 41

(3)連携・交流の推進 P 19 (3)道路の整備 P 41

(4)国際化の推進 P 21 (4)公園・緑地の整備 P 42

(5)都市全体の価値・魅力向上 P 21 (5)情報・通信の整備 P 43

(6)港湾の振興 P 43

(1)農林水産業の振興 P 22

(2)商工業の振興 P 26 (1)生活安全の推進 P 45

(3)就業支援策の強化 P 28 (2)公衆衛生の充実 P 46

(3)道路・橋梁等老朽化対策の推進 P 47

(4)上水道の整備 P 47

(1)子ども・子育て支援の充実 P 30 (5)下水道等の整備 P 47

(2)一人ひとりの生きる力の育成 P 32 (6)河川・海岸環境の整備 P 48

(3)学校の教育力の向上 P 33

(4)社会全体の教育力の向上 P 34

(5)生涯を通じた学ぶ機会の提供 P 35 (1)保健・医療の充実 P 49

(6)人権教育・啓発活動の充実 P 36 (2)地域福祉の充実 P 52

(7)男女共同参画の推進 P 36 (3)高齢者福祉の充実 P 52

(4)障害者福祉の充実 P 54

(5)低所得者福祉の充実 P 55

(1)自然環境の保全 P 37

(2)良好な景観の形成 P 38

(3)廃棄物処理の推進 P 38 (1)地域のまちづくりの推進 P 56

(4)住環境の整備 P 39 (2)市民活動支援の推進 P 56

(3)行政機能の充実 P 56

(4)行財政の健全化 P 58

(注1)   ：H30新規事業　  ：H30拡充事業

(注2) 予算額欄の金額が(　 )表示のものは内数又は再掲金額です。

８　人のつながりを大切にし、地域の力が活きるまち

７　人と人とが支え合う誰もが健やかで笑顔があふれるまち

６　誰もが安全で安心して暮らせるまち

１　魅力あふれる人・文化を育み、いきいきと交流するまち ５　効率的で活動しやすい都市機能を備えるまち

２　多彩な人が輝き、活力ある産業が振興するまち

３　みんながともに学び、ともに楽しむ、人を育てるまち

４　美しく潤いのある自然やまちなみと人が共生するまち

新 拡 
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平成３０年度 　施 　策 　の 　概 　要

まちづくりの基本理念

平成30年度 平成29年度

(1)文化・スポーツの振興

ｱ) 芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実

・ 市芸術文化祭業務 <市民文化課> 3,442 3,356

・ 文化事業推進業務 <市民文化課> 17,576 19,116

　朝鮮通信使行列再現事業 (6,600) (7,200)

・ 展覧会開催業務 <美術館> 17,410 25,205

ｲ) スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・ 維新･海峡ウォーク(H30.4.8) 634 634

・ ツール･ド･しものせき2018(H30.6.17) 3,610 4,616

・ 下関海響マラソン2018(H30.11.4) 18,715 29,596

・ 海峡のまち下関歴史ウォーク(H30.11.17～18) 390 390

・ 海響アスリート認定制度 941 755

・ つのしま夕やけマラソン(H30.10.6) 2,600 2,600

・ チャレンジデー参加 582 640

・ スポーツコミッション推進 3,720 3,326

新 ・ スロージョギング推進事業 1,000

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

 １．魅力あふれる人・文化を育み、いきいきと交流するまち 

まちの誇りと自然の恵みを未来へつなぐ 
輝き海峡都市・しものせき 

維新･海峡ウォーク(30km)又は海峡のまち下関歴史ウォーク
(30km)､ツール･ド･しものせき(ﾛﾝｸﾞｺｰｽ)､下関海響マラソン(ﾌﾙﾏ
ﾗｿﾝ)の３大会を完歩･完走した方を海響アスリートに認定する。 

特別展  さいとう・たかを「ゴルゴ１３」 

毎年5月の最終水曜日に世界中で実施されている住民参加型のス
ポーツイベントに参加し、生涯スポーツを推進する。 

スロージョギングを通じたスポーツによる地域づくりを推進す
るため、普及イベントや指導者の養成を行う。 

世界大会キャンプ地誘致やサッカーＪ２リーグのレノファ山口
ホームゲームなどスポーツイベントの開催等を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

新 ・ 新総合体育館整備（基本構想及び体育施設再編） 7,000

・ 体育施設整備事業 18,000 44,000

　下関庭球場観覧席屋根改修 ほか

ｳ) 文化財保護活動の推進 <文化財保護課>

・ 史跡前田砲台跡保存整備事業 29,898 28,420

・ 長府毛利家遺品購入 50,000 50,000

・ 長門鋳銭所跡出土遺物保存活用 2,537 2,905

・ 文化財愛護普及業務 6,910 8,557

・ 文化財総合調査 3,663 2,500

新 ・ 勝山御殿跡明治維新１５０年記念事業 <文化財保護課> 2,500

新 ・ 川棚のクスの森枯損対策 <文化財保護課> 1,902

・ 浜出祭補助金 <豊北総合支所> 3,200 2,400

　７年に１度、H30.4.1開催

(2)観光・レクリエーションの振興

ｱ) にぎわい観光都市づくり

新 ・ 明治維新150年記念事業補助金 <観光政策課> 2,450

土地取得会計で先行取得した用地の買戻し、日本遺産の構成文
化財及び世界遺産ルートの推進にあわせた史跡の活用を行う。 

長門鋳銭所の「和同開珎」鋳造関係遺物について、整理検討を
行い、出土木簡の保存処理等を行う。 

北九州市と連携し､日本遺産として認定を受けた「関門海峡」を
テーマとしたストーリーの活用、推進を行う。 

下関市指定文化財である長府毛利家遺品（歴史博物館寄託分）
の公有化を進める。 

国指定天然記念物「川棚のクスの森」について、専門家の指
導・助言を求めつつ、樹勢回復のための対策を講じる。 

明治維新150年にあわせ、幕末に築城された最終末期の城郭であ
る勝山御殿跡の史跡の価値を内外にアピールするため、歴史仮
装行列等のイベント等を開催する。 

明治維新１５０年を記念して実施される事業に助成する。 
・歴史のまち下関観光ガイドキャンペーン 
 （無料で観光ガイドを実施） 
・明治維新１５０年記念維新まつり 
・明治維新１５０年観光フォーラム 

新総合体育館整備に係る基本構想策定及び体育施設再編に係る
検討を行う。 



＜第１章＞

‐ 18 ‐

項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ しものせき観光キャンペーン補助金 <観光政策課> 38,500 46,500

　しものせき観光バス運行事業等 (1,000) (2,000)

・ やまぐちデスティネーションキャンペーン負担金 1,110 1,110

<観光政策課>

・ コンベンション誘致促進業務 <観光政策課> 26,600 27,500

・ 関門広域観光振興 <観光政策課> 4,000 4,000

　関門海峡観光推進協議会（下関市、北九州市）

・ 下関・長門・美祢広域観光振興 <観光政策課> 627 627

新 ・ 下関・長門観光誘客連携事業 <観光政策課> 1,500

・ ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを活用した戦略的観光振興事業 <観光政策課> 4,300 7,665

・ 関門回遊性向上事業 <観光政策課> 3,500 4,250

・ ＪＲ山陰観光列車運行 <観光政策課> 1,000 1,000

・ 海峡花火大会補助金 <観光政策課> 6,486 6,486

・ 角島観光振興対策 <豊北総合支所> 3,463 2,000

拡 　角島灯台・夢崎波の公園ライトアップ (2,000) (499)

・ 唐戸地区イルミネーション設置 <産業振興課> 1,000 1,000

・ フィルム・コミッション業務 <観光政策課> 328 329

　ロケ支援や制作会社へのプロモーション活動等

・ 関門連携フィルム･コミッション事業 <観光政策課> 7,226 10,267

｢源平night in 赤間神宮｣､｢灯りのまちイルミネーション水族館｣、
「観光バス運行事業」等のおもてなし事業や観光客誘致を展開す
る。

JR西日本が山口県をターゲットにしてH30に実施するDCｱﾌﾀｰｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝに対応して観光客の受入体制整備や情報発信を行う。 
（事業費 3年間で75,000千円 山口県、県内市町、民間事業者
が事業費の1/3ずつ負担） 

位置情報ビッグデータ等を活用して関門エリアの訪日外国人等の
情報を収集･分析し､観光振興を図る。 

関門地域の回遊性向上のため､関門巡回観光バスの運行やスマー
トフォン向け観光資源の検索･解説アプリケーションの管理運営
を行う。 

関門地域をロケ地とする国内外の映画･ドラマを誘致し､地域のイ
メージアップによるインバウンドを促進する。 

ライトアップの期間を延長し、交流人口の拡大、宿泊者の増
加を図る。 

下関市・長門市の共同観光について、情報発信や受入れ態勢の
整備等に取り組む。 
・観光プロモーション・ポスター・チラシ等による情報発信 
・観光列車を活用した団体観光客誘致 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

ｲ) 観光資源の充実 <観光施設課>

<観光施設課>
<豊北総合支所>

・ 海響館外壁改修 <観光施設課> 25,000 19,000

ｳ) 外国人観光客の誘致 <観光政策課>

・ 国際観光対策 10,777 11,234

ｴ) ボートレース事業の振興
<ボートレース

企業局>

・ ボートレース事業 62,842,159 63,651,117

　ＧⅠ開設６４周年記念競走(６月)

(3)連携・交流の推進

ｱ) 連携の推進 <企画課>

・ 連携中枢都市圏構想推進 400 467

　連携中枢都市圏ビジョン懇談会開催

・ 関門地域ブランディング事業 6,800 5,000

ｲ) 交流の促進

・ こども文化パスポート事業 <教育政策課> 744 746

新 ・ いざ挑戦！おもしろき応援事業 <企画課> 10,000

・ いしん１５０構想関連事業 <企画課> 3,000 3,000

新 ・ 観光スポットフリーWi-Fi環境整備事業 7,000

夏休みを中心に、北九州市、長門市等と共同で文化施設等を活
用して、幼児･児童･生徒が各市の歴史･文化･自然に接する機会
を増加させ、｢豊かな心｣を育み｢家族のふれあい｣を促進する。 

①海外国際観光展出展 ②外国語版観光ガイドブック(英･中･韓)
③東アジア経済交流推進機構観光部会

北九州市と連携して関門地域におけるブランド力の向上に取り
組む。 

明治維新１５０年記念事業として、志士たちの「熱き志、斬新
なアイデア、行動力」の精神・志を受け継ぎ、次世代につなげ
るための事業を公募し、経費の一部を補助する。 

市内主要観光スポットに屋外フリーWi-Fi環境を整備する。 
（6箇所） 

「いしん150構想」に基づく志士の杜推進実行委員会による維新
関連事業の集大成として、イベントを開催するとともに記念図
書の作成を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 本州四端交流事業 <企画課> 1,196 1,263

　岩手県宮古市、和歌山県串本町、青森県大間町との交流

ｳ) 人口定住の促進

・ 移住総合窓口の運営 <企画課> 13,000 12,000

・ 移住ＰＲ事業 <企画課> 7,000 8,000

拡 ・ 移住者新築住宅購入支援事業 <企画課> 20,000 10,000

・ 市有地等活用定住促進事業 <企画課> 420 600

　市の指定する市有地に住居を新築した者に対する助成

・ 人口定住促進住宅管理運営(豊北ハイツ) <企画課> 779 822

・ 定住奨励金、出産祝金の支給 <企画課> 3,200 3,200

新 ・ "出会いの場"婚活サポート事業 <企画課> 3,000

・ ふるさと納税業務 <企画課> 223,000 319,118

新 ・ ふるさとしものせき応援基金事業 <企画課> 120,000

新 ・ 明治維新150年記念 タウン誌発行事業 <企画課> 6,000

拡 ・ 地域おこし協力隊業務
<まちづくり
　　　支援課> 15,523 9,761

新 ・ 中山間地域魅力体験ツアー事業
<まちづくり
　　　支援課> 1,000

[対象地域] 豊田、豊北、離島(蓋井島､六連島)地域 
 定住奨励金 １０万円  出産祝金 ２０万円 

土日祝日にも移住希望者の相談等に対応できるように移住に
関する総合窓口を運営する。 
<｢住まいる★下関｣移住総合窓口：シーモール１階> 
<対応時間：10:00～18:30 休業日:火曜日､年末年始> 

本市への移住を促進するための効果的な情報発信やＰＲ事業を
行う。 

移住希望者に対して住宅新築経費を官民で助成。 
子育て世帯の移住者をターゲットとして手厚い助成に拡充。 

官民連携により若い世代の独身男女に、出会い・交流・教育・
相談の場を提供する。 

寄附者にふるさとしものせき応援寄附金の使途を明示し、本市
の課題や将来のまちづくりを見据えた事業に活用していくため
基金への積立を行う。 

明治維新150年を記念して、北部九州を中心に近隣をターゲット
としたタウン誌を発行し、実効性の高い移住PRを行う。 

市内の大学に通う学生を対象に本市の中山間地域の魅力を体感
できるツアーを実施し、若者が体感した地域の魅力をＳＮＳで
情報発信することで地域の活性化、交流人口の拡大を図る。 

中山間地域の活性化を図るための地域おこし協力隊を導入する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

(4)国際化の推進

ｱ) 国際化に対応した人材育成等 <国際課>

・ 青少年の海外派遣(小中学生(韓国･中国･米国)) 5,279 5,365

・ 留学生住居費助成 3,240 3,240

・ 留学生「下関塾」開催 504 504

ｲ) 国際交流の促進

・ 釜山広域市･青島市職員派遣 <国際課> 5,171 5,320

新 ・ ピッツバーグ市姉妹都市締結20周年記念事業 8,500

<国際課>

・ 国際交流員招致(青島市より交流員受入) <国際課> 4,913 4,966

・ 国際親善スポーツ交流大会補助 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課> 1,006 1,133

(5)都市全体の価値・魅力向上

ｱ) シティプロモーションの推進 <企画課>

・ シティプロモーション推進事業 6,000 6,500

市内の留学生に下関の歴史・文化等を学んでもらうとともに市
民・留学生の交流を深め本市の良さをＰＲする。 

姉妹都市締結20周年記念事業として8月にピッツバーグ市長訪問
団・公演団を受け入れるとともに、9月にピッツバーグ市で開催
される記念式典へ訪問団を派遣する。 

市内外へ向けた戦略的な情報発信等の取組を実施し、都市のブラ
ンド化を図る。 



＜第２章＞

‐ 22 ‐

平成30年度 平成29年度

(1)農林水産業の振興

ｱ) 生産流通基盤の整備

<農業>

新 ・ 農地利用最適化推進事業
<農業委員会
　　　事務局> 38,709

・ ため池の整備 <農林整備課> 126,040 125,122

・ 基盤整備促進事業(県施行負担金) <農林整備課> 10,150 38,500

・ 農業競争力強化基盤整備事業(県施行負担金) <農林整備課> 71,962 86,300

・ 農業用河川工作物応急対策事業(県施行負担金) <農林整備課> 5,644 21,760

　可動堰の改修(塚田､下田､松本、田部、山田川地区)

・ 排水機場の整備 <農林整備課> 93,400 41,400

新 　王喜東排水機場改修事業 (63,900)

新 ・ スマート農業推進事業費補助金 <農業振興課> 1,900

・ 農産物ブランド力向上支援事業補助金 <農業振興課> 7,000 7,000

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

２．多彩な人が輝き、活力ある産業が振興するまち 

農地の排水不良を解消するための地下排水制御システムの整備
（王喜東、内日東、新田、諏訪、下関、七見、下保木、槇泉、高
熊、後地･荒田、小野朝生地区） 

農業用水を確保するためのパイプラインの整備や頭首工の改修
（引田、内山、日野、妙慶寺地区） 

・農業生産基盤整備事業（高畑､大判､天神池､上ゴ地区） 

・県施行負担金（小野下､大迫1号､茶屋地区 ほか） 

・水利施設整備事業（県施行負担金：乃木浜排水機場 ほか） 

・湛水防除事業（県施行負担金：清末排水機場） 

農地利用最適化推進委員を新設するとともに農地利用の最適化に
係る活動及び成果実績に応じ、上乗せ報酬を支払う。 

技術伝承の効率化、園芸産地の拡大を図るため、ＩｏＴ技術を施
設栽培に活用するための機器整備等の経費の一部を助成する。 

農産物のブランド力向上のため栽培環境の強化に取り組む
農業者団体に対して設備等整備費の一部を助成する。（防
蛾灯設置） 

王喜東排水機場改修 
[継続費]（H30～H31) ３４５,０００千円 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

<農業振興課>
<水産課>

<畜産業> <農業振興課>

・ 畜産振興業務 4,024 4,659

・ 家畜防疫対策業務 6,123 6,361

・ 畜産競争力強化対策事業費補助金 1,050 4,524

<林業> <農林整備課>

・ 民有林振興業務 5,467 4,469

新 　自伐型林業研修業務 (1,000)

・ 市有林造林事業 80,507 81,181

・ 市行造林事業 12,088 17,913

<漁業> <水産課>

・ 水産物供給基盤機能保全事業 45,080 42,537

　漁港施設改修(下関､豊北､離島地区)

・ 漁業生産基盤整備事業費補助金 957 3,500

・ 下関漁港整備事業(県施行負担金) 534,281 533,151

・ 山口県外海地区水産環境整備事業(県施行負担金) 3,400 1,300

・ 沖底リシップ事業費補助金 100,000 100,000

<流通> <市場流通課>

・ 下関漁港南風泊地区高度衛生管理整備事業 547,800 101,000

・ 市場活性化対策業務 986 1,572

・ 農水産物需要拡大事業新 7,000

集荷対策のための産地訪問及び販売促進のための市場産品ＰＲイ

ベントを開催する。 

南風泊地区に高度衛生管理対応の密閉管理型荷捌き所を整備する。 
[継続費] (H29～H30) 仮設荷捌き所設置工事 ６４８,８００千円 

涌田漁港(黒井) 船揚施設整備 

高度衛生対策、道路･岸壁整備、ストックマネジメント ほか 

山口県以東機船底曳網漁業協同組合が行う老朽化した漁船の大規
模改修経費の一部を助成する。 

本市の豊かな農水産物について、都市圏及び海外への輸出を含め
た販路開拓を行う。 

畜産物の高品質化や低コスト化に必要な機械･設備等の整備費の
一部を助成する。（H30 ミニホイールローダー） 

キジハタを対象種とした魚礁設置など 

自立・自営の林業である「自伐型林業」の取組を推進し、林業
の担い手の確保と地域の活性化を図るため、フォーラム、講演
会、研修会等を開催する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

ｲ) 担い手の育成、支援

・ 担い手育成支援事業 <農業振興課> 84,617 74,457

　就農円滑化対策事業費補助金 (37,080) (42,510)

新 　集落営農法人連合体育成事業 (7,869)

　定着支援給付金 (5,125) (4,075)

　新規就業者受入体制整備事業補助金 (21,230) (21,251)

　新規就農者農地確保支援事業補助金 (131) (146)

新 ・ 新規就農者定着促進事業 <農業振興課> 1,000

新 ・ 農業経営省力化普及事業 <農業振興課> 1,000

・ 農地集積支援事業 <農業振興課> 17,850 30,206

・ ニューフィッシャー確保育成推進事業 <水産課> 15,796 20,060

　経営自立化支援事業費補助金 (7,988) (7,750)

　新規漁業就業者生活･生産基盤整備事業費補助金 (6,000) (11,000)

　乗組員定着促進事業費補助金(職場内研修費の助成) (1,500) (400)

　新規漁業就業者定着支援事業費補助金 (300) (900)

・ 外国人漁業研修生受入事業 <水産課> 7,758 7,291

ｳ) 経営の安定化

・ 農業融資制度資金への利子補給 <農業振興課> 1,482 1,877

　農業近代化資金、農業経営基盤強化資金、新規就農資金

就業5年以内の就農者を受け入れた法人に対する支援給付金 

新規就農者が農地中間管理機構から借り受けた農地賃借料の
一部を助成する。 

担い手への農地集積･集約化を促進するため、農地中間管理機構
を通じて農地を提供した個人及び地域に対して協力金を支給する。 

新規就業者を雇用して経営規模の拡大を図る法人に対して設
備投資経費の一部を助成する。 

集落営農法人の除草作業に係る労力軽減を図るため、防草シー
ト設置経費の一部を助成することにより、地域農業の担い手を
支援する。 

・就農前準備研修事業 
・農業次世代人材投資資金 
・移住就農加速化事業 

県外からの移住就農者に対して、施設等の整備に要する費用の一
部を助成する。 

集落営農法人連合体の大規模経営を確立するため、施設整備
等の経費の一部を助成する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 漁業近代化資金利子補給 <水産課> 318 469

・ 下関漁港振興対策資金融資 <水産課> 475,000 475,000

・ 遠洋漁業振興対策資金融資 <水産課> 25,000 25,000

ｴ) 生産振興の推進

・ 高品質柑橘安定生産促進対策事業補助金 <農業振興課> 407 407

　高糖度みかん生産のための栽培用資材購入費助成

・ 有害鳥獣捕獲業務 <農林整備課> 37,135 60,054

・ ジビエ処理施設管理運営 <農林整備課> 5,944 5,952

・ 栽培漁業センター管理運営 <水産課> 28,689 30,243

・ 種苗放流事業 <水産課> 4,474 4,464

・ 水産物ブランド化推進事業 <水産課> 4,557 1,991

新 　「瓶詰めうに発祥の地」加工原料確保推進事業 (2,000)

新 　藻場再生事業 (700)

・ くじら文化発信事業 <水産課> 5,383 6,225

ｵ) 魅力ある農山漁村づくりの推進

・ 多面的機能支援事業 <農林整備課> 396,912 382,328

・ 中山間地域等直接支払推進事業 <農業振興課> 233,882 234,473

・ 環境保全型農業直接支払事業 <農業振興課> 14,201 15,868

｢下関ふく｣､｢あんこう｣､｢下関北浦特牛イカ｣等のブランド強化 
①下関フクブランド強化セミナー開催､｢下関ふく｣の普及啓発及
び情報発信 ②下関沖合底びき網漁業ブランド化推進 ③下関
北浦特牛イカブランド化推進 

農地の多面的機能の維持･発揮のために、地域の組織が取り組む
地域資源の維持･保全等の活動に対して支援を行う。 

農業分野で地球温暖化防止や生物多様性保全を図るため、環境
保全効果の高い営農活動に取り組む農業者組織を支援する。 

下関･長門鯨文化交流事業、学校給食への鯨肉提供事業、新北西
太平洋鯨類科学調査船団壮行会 など 

農業生産条件が不利な中山間地域等において、集落ぐるみで取り

組む農業生産活動等を支援する。 

「瓶詰めうに」の原材料となるバフンウニの養殖技術を開発
し、原材料の確保を図る。 

減少している藻場について、海藻を食害する生物の除去、母
藻の投入等を行い、磯根資源の増大を図る。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 農業公園管理運営(交流体験施設等管理) <農業振興課> 16,364 17,075

・ 離島漁業対策事業 <水産課> 3,756 3,668

(2)商工業の振興

ｱ) 商店街の活性化 <産業振興課>

・ 商店街等競争力強化事業 1,500 1,900

拡 ・ あきんど活性化支援事業費補助金 6,773 5,047

拡 ・ 創業支援型地域活性化事業 12,000 11,000

新 ・ 遊休不動産マッチング支援型地域活性化事業 7,400

新 ・ 市民参加型商店街にぎわい創出事業 1,000

拡 ・ 中心市街地活性化チャレンジ資金 80,000 40,000

ｲ) 企業経営の安定化、体質強化

・ 中小企業事業資金融資 <産業振興課> 337,080 146,761

・ 中小企業体質強化特別融資 <産業振興課> 1,491,736 1,780,082

・ 中小企業等経営安定化短期資金融資 <産業振興課> 429,259 587,256

・ 中小企業体質強化特別融資等保証料補給 <産業振興課> 13,599 14,340

離島での漁業再生を目的とし、漁業者自らが集落協定を締結して

行う漁業再生への取組みを支援する。 

空き店舗等で事業を始める事業者に対して、家賃や店舗改装費
用の一部を助成する。 
※補助対象者等の要件を拡大し、中心市街地大規模小売店舗へ
の地元資本の出店にも補助等 

創業支援カフェを核として､潜在的な創業希望者の発掘･育成・ﾋﾞ
ｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞを支援するとともに､市民交流の拠点化を図り､賑わい
の創出を目指す。 

商店街における活用可能な空き店舗のデータベースを構築し、当
該不動産所有者と創業者のマッチングを行う拠点施設を開設する。 

商店街組織と市民が一体となった実施体制を構築し、賑わい創出
イベント等の開催やSNSを活用した商店街の魅力発信を行う。 

融資利率の引き下げ 
保証料に対する補助を拡充 30％→100％ 

中小企業がより利用しやすい融資制度を提供するため、融資メ
ニューの統合、利率の引き下げ、融資期間の延長、保証料補助率
の引上げ等の改正を行い、中小企業の事業活動をサポートする。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 中小企業経営基盤強化･事業拡大支援事業費補助金 250 500

<産業振興課>

・ 新規雇用促進対策住居費補助金
<産業立地・
　就業支援課> 2,100 6,600

ｳ) 企業の誘致
<産業立地・
　就業支援課>

・ 企業誘致業務 5,072 6,574

・ 企業投資促進補助金 110,000 135,000

新 ・ オフィスビル建設促進事業 600

・ オフィスＯＡ化促進補助金 10,000 10,000

・ 企業立地促進奨励金 222,300 184,400

・ 中心市街地事務所立地促進補助金 1,900

・ モーダルシフト利用促進事業 6,000 6,400

ｴ) 新産業、新規創業等の支援

新 ・ ふるさと起業家支援補助金 <産業振興課> 22,000

拡 ・ 起業資金融資 <産業振興課> 19,819 17,430

・ 創業者販路開拓等促進補助金 <産業振興課> 1,000 600

・ 認定新商品トライアル発注制度 <産業振興課> 200 200

下関市認定新商品随意契約制度で認定した中小企業者の新商品を
市が購入し､商品の評価を中小企業者へフィードバックする。 

中小企業基盤整備機構が設置している中小企業大学校の研修制度
を活用した中小企業に対し、その経費の一部を助成する。 

新たな企業立地又は市内企業の規模拡大に伴う投資額の一部を助
成する。（補助率：投下固定資産総額の５％） 

市内で住居を賃借して、市外から転入する新規雇用従業員に入居
させる企業に対し、その賃借料の一部を助成する。 

特定創業支援事業制度利用の創業者を対象に、経営企画、財務、
販路開拓及び人材育成に要する経費の一部を助成する。 

クラウドファンディング型ふるさと納税を財源とした起業家支
援補助金を創設し、地域課題解決に資する事業を行う起業家に
補助する。 

オフィスビル建設促進補助金を創設し、企業ニーズに合ったオ
フィスビル建設を促進するため、そのＰＲ活動を行う。 

中心市街地への事務所の集積を促進し、都市機能の強化と雇用機
会の拡大を図る。 

融資利率の引き下げ 
保証料に対する補助を拡充 40％→100％ 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ ビジネスフェア開催支援事業 <産業振興課> 697 700

・ 展示見本市等出展補助金 <産業振興課> 1,000 1,000

拡 ・ 下関ブランド発信事業 <産業振興課> 7,400 3,900

・ 地域資源活用促進事業 <産業振興課> 30,000 30,000

・ 都市間連携地域産業活性化事業 <産業振興課> 10,000 11,000

新 ・ にぎわいのまちづくり促進事業
<豊田総合支所>
<豊北総合支所> 2,000

ｵ) 民間団体等の育成、支援 <産業振興課>

・ 商工会議所､商工会等に対する助成 19,901 20,473

・ 貿易団体の育成(日中経済交流促進事業費補助金等) 1,958 1,971

(3)就業支援策の強化

ｱ) 雇用の創出
<産業立地・
　就業支援課>

・ 企業誘致業務(再掲P.27) (5,072) (6,574)

・ 企業投資促進補助金(再掲P.27) (110,000) (135,000)

・ 企業立地促進奨励金(再掲P.27) (222,300) (184,400)

ｲ) 雇用の促進
<産業立地・
　就業支援課>

・ 就職マッチング支援事業 13,157 23,397

　女性の再就職促進事業 (5,500) (6,300)

　アクティブシニア就業支援事業 (5,200) (4,700)

明治維新150年記念認定事業による下関ブランドの「リブラン
ド」を図り、競争力のある地域産品の情報発信、販路拡大等の
事業を行う。 

｢山口県しんきん合同ビジネスフェア｣にバイヤーを招致し、ビジ
ネスチャンスの発掘(新たな取引､マッチング機会拡大)を図る。 

女性求職者を対象に、登録制によるきめ細やかな就職活動支
援を行うため、就職説明会やセミナー等を開催する。 

働く意欲のある高年齢者を対象に、アクティブシニア合同就
職面接会及びセカンドライフ応援セミナーを開催するととも
に高齢者が活躍できる新しい働き方を促進する。 

地域産業の育成強化を図るため､地域資源を活用した新商品の開
発や販路開拓に取り組む中小事業者を支援する。 

本市のブランド産品等の販路拡大のため､都市間連携による物産
展等に出展する。 

過疎地域である豊田・豊北町において、空き家、空き店舗の解
消のため、地元農林業資源等を活用する新規事業者に初期投資
費用の一部を補助する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 若者の地元就職支援事業 34,300 23,000

　しものせき未来創造jobフェア等開催事業 (23,000) (23,000)

　新卒就活応援事業 (11,300) (10,000)

・ 新規雇用促進対策住居費補助金(再掲P.27) (2,100) (6,600)

・ 高年齢者就業機会確保業務 10,378 10,465

　シルバー人材センターの事業に対する助成等

ｳ) 勤労者福祉の向上
<産業立地・
　就業支援課>

・ 中小企業勤労者小口資金融資 2,076 3,816

・ 離職者緊急対策資金融資 1,486 4,174

・ 勤労者福祉施設の運営(勤労福祉会館ほか5施設) 173,584 155,241

新 　勤労婦人センター本館耐震補強事業 (6,900)

新 　勤労福祉会館本館耐震補強事業 (7,000)

中高大学生等を対象とした職場体験イベントの開催及び大学
と連携した地元就職を促進する講義によるキャリアデザイン
支援を行う。 

地元就職を希望･検討する大学生等を対象に、就職面接会等を
開催するほか、登録した保護者を通じて就職情報を提供する。 

老朽化が進んでいる勤労福祉会館本館について、耐震補強計画
を策定する。 

老朽化が進んでいる勤労婦人センター本館について、耐震補強
計画を策定するとともに、実施設計を行う。 
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平成30年度 平成29年度

(1)子ども・子育て支援の充実

ｱ) 幼児期の教育・保育の総合的な提供 <こども育成課>

新 ・ 子ども・子育て支援事業計画策定業務 3,600

・ 認定こども園､保育所､幼稚園の運営 6,508,850 6,446,528

　私立幼稚園就園奨励費補助金(従来型) (45,000) (61,500)

　市独自の保育料軽減措置(国の基準を引下げ)

・ 第２子保育料軽減事業 70,000 70,000

拡 ・ 病児保育事業(体調不良児対応型) 16,003 9,236

・ 利用者支援事業(子ども･子育てコンシェルジュ) 4,122 4,036

　子育て支援に関する情報提供､相談､関係機関との調整

・ 延長保育事業(私立保育所､私立認定こども園) 66,000 63,000

拡 ・ こども発達センター管理運営業務 51,342 34,502

・ 障害児支援給付等業務 480,000 419,200

　障害児通所支援費、サービス利用計画作成費等

・ 障害児保育事業費補助金(私立保育所､私立認定こども園) 53,983 55,410

・ 私立幼稚園障害児教育費補助金 393 393

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

 ３．みんながともに学び、ともに楽しむ、人を育てるまち 

市立認定こども園(9園)、私立認定こども園(14園)、市立保育所
(10園)、私立保育所(26園)、市立幼稚園(10園)、私立幼稚園(新
制度4園､従来型3園) 
※中央こども園、垢田こども園、しおかぜの里こども園の開設 

保育所等において保育中に体調不良となった子どもに対応する
ため、看護師等を配置して保育体制を充実させる。 
(配置予定 H29: 3施設 → H30: 5施設) 

第１子が小学校１年生から３年生までに在籍し、第２子が保育園
等に在籍する場合に保育料の一部を助成する。 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保
等に関する計画を策定する。 
[債務負担行為]（H30～H31） ６，０００千円 

中央こども園に児童発達支援事業所「どーなつ」を移転・併設
し、施設定員を20名→30名に増員するとともに、専門職員を倍
増させ、療育支援等を充実させる。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 本庁地区こども園整備事業 35,472 837,000

・ 子ども･子育て施設整備事業 37,450 50,500

・ 私立保育所等施設整備補助金 16,800 105,900

ｲ) 家庭への子ども・子育て支援

・ 乳幼児医療費の助成 <こども家庭課> 443,947 451,000

・ 子ども医療費の助成 <こども家庭課> 133,330 138,500

・ ひとり親家庭等医療費の助成 <こども家庭課> 224,260 234,598

・ 自立支援医療(育成医療) <こども保健課> 6,198 8,213

拡 ・ 放課後児童クラブ運営 <こども家庭課> 385,021 378,794

・ 放課後児童クラブ整備事業 <こども家庭課> 66,700 98,890

・ 一時預かり事業(認定こども園､保育所､幼稚園) <こども育成課> 60,474 62,990

・ 病児保育事業（病児、病後児型） <こども家庭課> 60,000 60,000

・ 子育て短期支援事業 <こども家庭課> 911 1,169

　ショートステイ、トワイライトステイ

・ 地域子育て支援拠点事業 <こども育成課> 113,220 114,960

地域子育て支援センター（市立:５箇所、私立:１０箇所） 

・設置数 41箇所 Ｈ29：53クラス→Ｈ30：55クラス 
・開設時間 (平日) 午後6時30分まで (土曜) 午後6時まで 

児童クラブ空調設備設置（４箇所）、生野児童クラブ改修、熊野
児童クラブ専用棟増築整備 

私立保育所等の大規模修繕等に要する経費の一部を助成する。 
(H30：保育園 1施設) 

西市こども園改修工事、遊戯室空調設備設置工事 6園 

就学前の乳幼児の医療費を助成する。 
(3歳以上所得制限あり) 

[対象者] ①市民税所得割非課税世帯の親と18歳までの児童 
 ②児童扶養手当受給要件と同じ所得水準世帯の12歳までの児童 
 ③未就学児童(所得制限なし) 

小学1年生から中学3年生まで医療費の一部を助成する(自己負担
割合を３割から２割に軽減：所得制限なし) 

近隣の幼稚園と保育園を廃止し、こども園を幡生ヤード跡地に
整備する。園庭の一部が完成しないことから工期を延長。 
[継続費]（H28～H30）  ９５０,０００千円 

４施設 対象：0歳～小学校6年生まで       
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 児童館管理運営業務 <こども家庭課> 35,013 31,517

・ ファミリーサポートセンター事業 <こども家庭課> 6,495 6,600

　会員登録による相互援助活動組織の運営

・ ふくふくこども館管理運営業務 <こども家庭課> 124,222 126,000

・ Ｆｏｒ Ｋｉｄｓプラン啓発事業 <こども家庭課> 4,057 4,385

・ 児童手当給付 <こども家庭課> 3,850,000 3,900,000

拡 ・ こども家庭支援拠点運営業務 <こども保健課> 17,198 10,841

・ 児童虐待防止ネットワーク <こども保健課> 1,353 1,823

・ 母子等福祉援護業務 <こども家庭課> 82,456 71,161

・ 児童扶養手当支給 <こども家庭課> 1,446,000 1,470,000

・ 母子父子寡婦福祉資金貸付業務 <こども家庭課> 25,691 16,059

　修学資金、技能習得資金、生活資金、就学支度資金等

新 ・ 児童福祉施設整備費補助金 <こども家庭課> 14,000

(2)一人ひとりの生きる力の育成

ｱ) 確かな学力の育成

・ 学力向上推進事業 <教育研修課> 7,358 7,670

　学力調査等

・ 外国語指導助手招致 <教育研修課> 72,055 70,524

・ 小･中学校ＩＴ推進 <学校支援課> 156,299 158,158

ｲ) 豊かな心の育成

・ ふるさと学習支援事業 <教育研修課> 1,686 629

新 　「ふるさと発見！」下関歴史かるた作成 (800)

ゆたか児童館、ひかり童夢、ひこまる、宇賀児童館 

ＡＬＴを配置し、小･中学校で英語教育に関する研修や授業等を
行うとともに、英語指導力を身につけた教員を育成する。 

自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金、高等学校卒
業程度認定試験合格支援事業給付金 

中部少年学院が実施する、乳児院なかべ学院の移転新築に係る経
費の一部を補助する。 

支援等を必要とする子どもとその家庭等の相談・支援、関係機関
との連絡調整等を行う拠点を設置・運営する。 

明治維新150年を迎えるにあたり、児童がふるさと下関に誇り
と愛情をもつためにふるさとや歴史に関わるかるたを作成す
る。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

新 　ジュニア下関ＰＲ隊任命 (200)

・ 生徒指導､いじめ防止､不登校対策 <学校教育課> 40,246 43,393

新 　学校以外の場における教育機会の確保等に関する調査 (3,573)

　研究事業

拡 ・ 学校司書の増員 <教育研修課> 25,290 12,470

ｳ) 健やかな体の育成 <教育研修課>

・ 体育連盟補助金(陸上記録会､選手派遣等) 8,193 8,193

ｴ) <学校教育課>

・ 特別支援教育支援員配置 110,451 110,451

(3)学校の教育力の向上

ｱ) 学校の組織力の向上

・ 指導主事の配置(18人) <学校教育課> 158,926 157,966

・ ふるさと下関協育ネット事業 <生涯学習課> 4,151 4,466

・ 異校種間連携教育研修 <教育研修課> 159 185

子どもたちの状況に応じたきめ細かな教育の推進

特別な支援が必要な児童･生徒が在籍する各学校に特別支援教育
支援員を配置して､肢体不自由等の障害のある児童･生徒の介助
や個別の支援が必要な児童･生徒への学習指導､生活指導の充実
を図る。 

ガイダンスアドバイザー(６名)、教育相談員・教育支援教室専
門指導員(７名)、カウンセリングアドバイザー（１４名）、教
育支援教室の運営、スクールソーシャルワーカーの派遣、いじ
め防止対策推進協議会、いじめ重大事態調査委員会 

学校司書を新たに増員し、小・中学校への配置を拡充すること
により、発達段階に応じた読書活動のさらなる充実を図るとと
もにコミュニティ･スクールと連携・協働することで、地域の図
書ボランティアを育成する。 
学校司書 H29: 5人 → H30: 10人 

民間フリースクールと連携を強化し、不登校児童生徒に関す
る情報を共有し、協働の取り組みをコーディネートすること
により、児童生徒の心の居場所と絆づくりの場を創設する。 

地域住民が地域の子どもたちの成長に積極的に関わることを通し
て、地域全体で教育に取り組む体制づくりを行う。 

観光スポットに関わる地域の小中学校から地域の観光案内等
を行う「ジュニア下関ＰＲ隊」を任命する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

ｲ) 教職員の指導力の向上 <教育研修課>

・ 教職員研修 9,383 9,055

　外国語教育向上事業 (1,200) (906)

ｳ) 教育環境の整備

・ 適正規模･適正配置事業 <教育政策課> 3,233 3,361

　第２期計画に基づく小･中学校の適正規模･適正配置の推進

・ スクールバス運営業務 <学校教育課> 51,921 37,164

　スクールバス更新 (16,609)

・ 学校給食業務(単独調理校･共同調理場) <学校保健給食課> 912,786 959,311

<学校支援課>
<学校保健給食課>

拡 　小･中学校教育環境整備事業 <学校支援課> (30,000) (16,500)

拡 　小･中学校洋式トイレ整備事業 <学校支援課> (88,000) (10,000)

・ 下商講堂非構造部材耐震改修事業 <下関商業高校> 50,000 5,400

新 ・ 学校給食施設再編整備ＰＦＩ導入可能性調査 7,000

<学校保健給食課> 　

・ 遠距離通学･離島通学援助 <学校教育課> 10,034 9,684

・ 就学援助(給食費や学用品費等の援助) <学校教育課> 372,000 402,000

・ 特別支援教育就学奨励 <学校教育課> 12,300 12,000

・ 私立中学校、高等学校教育振興補助金 <学校教育課> 14,000 28,000

・ 私立専修学校教育条件整備費補助金 <教育政策課> 500 1,000

・ 公立大学法人運営業務 <総務課> 216,806 216,165

　公立大学法人下関市立大学運営費交付金

拡 ・ 学校環境集中改善事業 295,000 172,412

英語教育の指導力向上のための校内研修や派遣研修の実施 

南部学校給食共同調理場の更新のため、ＰＦＩ導入可能性につい
て調査検討を行う。 

講堂の非構造部材(吊り天井等)の耐震補強工事を行う。 

計画を前倒ししてH30で全てのフロアに洋式トイレを１箇所ず
つ設置する。(H29～H30) 

計画を前倒ししてH30で全ての普通教室に扇風機を設置する。
(H28～H30) 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

(4)社会全体の教育力の向上

ｱ) 家庭の教育力の向上 <生涯学習課>

・ 家庭教育推進事業 4,589 5,242

ｲ) 地域の教育力の向上 <生涯学習課>

・ 青少年健全育成業務 5,711 6,209

　青少年問題協議会、成人の日記念式典、青少年団体助成等

・ 青少年補導センター運営 19,004 19,158

ｳ) 学校・家庭・地域の連携

・ コミュニティ・スクール推進事業 <教育研修課> 10,917 11,441

<学校教育課>
<学校支援課>

　不審者情報や緊急連絡の配信(きらめきネット)

・ 学校・家庭・地域の連携協力推進事業 <生涯学習課> 11,420 12,022

　ふるさと下関協育ネット事業(再掲P.33) (4,151) (4,466)

　放課後子供教室 (7,269) (7,556)

(5)生涯を通じた学ぶ機会の提供

ｱ) 図書館の充実 <図書館政策課>

・ 図書館運営業務 284,778 287,337

ｲ) 生涯学習の推進 <生涯学習課>

・ 公民館学級開催 6,499 6,681

・ 下関みらい塾事業 1,410 1,910

・ 公民館管理運営業務 158,676 150,418

・ 学校情報配信システム 1,253 1,253

きめ細かな教育を展開していくために、地域の人々とめざす子
ども像を共有し、一体となって子どもたちを育てていくことが
できる学校づくりを推進する。 

子どもとその保護者を対象とした家庭教育学級や講習会を開催す
る。 

中央図書館、長府図書館、彦島図書館、菊川図書館、豊田図書館、
豊浦図書館、豊北図書室 

中学生を対象に様々な講演会を開催する。 

地域住民の協力を得て、放課後、週末等における子どもたちの
安全・安心な居場所づくりを行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 生涯学習施設管理運営業務 218,967 213,805

新 　豊田生涯学習センター耐震２次診断業務 (4,923)

ｳ) 芸術・学術文化活動の推進

・ 美術館管理運営 <美術館> 167,985 128,213

　展覧会開催業務(再掲P.16) (17,410) (25,205)

新 　美術館施設大規模改修（屋上防水等） (69,000)

・ 博物館等管理運営 <文化財保護課> 231,566 256,255

ｴ) 文化財保護活動の推進【再掲】 <文化財保護課>

・ 史跡前田砲台跡保存整備事業(再掲P.17) (29,898) (28,420)

・ 長府毛利家遺品購入(再掲P.17) (50,000) (50,000)

・ 長門鋳銭所跡出土遺物保存活用(再掲P.17) (2,537) (2,905)

・ 文化財愛護普及業務(再掲P.17) (6,910) (8,557)

・ 文化財総合調査(再掲P.17) (3,667) (2,500)

新 ・ 勝山御殿跡明治維新１５０年記念事業(再掲P.17) (2,500)

新 ・ 川棚のクスの森枯損対策(再掲P.17) (1,902)

(6)人権教育・啓発活動の充実

ｱ) 人権意識の高揚と社会参加の促進
<人権・男女
　共同参画課>

・ 人権教育･啓発活動 2,173 2,311

ｲ) 学校における人権教育の推進 <教育研修課>

・ 人権教育研修 73 87

(7)男女共同参画の推進

ｱ) 男女共同参画の推進
<人権・男女
　共同参画課>

・ 男女共同参画意識啓発業務 2,066 2,386

　講演会、人材育成講座の開催等

①市民人権教育講座 ②人権教育指導者研修会 ③暮らしと人
権学習講座 ④地域人権学習講座 ⑤人権施策推進審議会 ⑥
人権フェスティバル 

歴史博物館、東行記念館、考古博物館、烏山民俗資料館、 
土井ヶ浜遺跡･人類学ミュージアム、豊北歴史民俗資料館、 
豊田ホタルの里ミュージアム 

生涯学習プラザ、生涯学習センター、ふれあいセンター、学習等
供用会館、ふれあい会館 
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平成30年度 平成29年度

(1)自然環境の保全

ｱ) 環境汚染の防止 <環境政策課>

・ 環境保全対策 41,284 44,595

ｲ) 環境保全の意識向上

・ 環境教育推進 <環境政策課> 2,056 2,212

　環境教室、サマー･キッズエコフェスタなど

・ 環境美化推進 <環境政策課> 9,623 9,859

　路上喫煙、ポイ捨て等の禁止、意識啓発等

・ しものせき美化
ぴ か

美化
ぴ か

大作戦 <ｸﾘｰﾝ推進課> 1,218 948

　環境美化の啓発活動、地域清掃活動の支援

ｳ) 地球温暖化対策の推進 <環境政策課>

新 ・ 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）改訂業務 5,000

・ 地球温暖化対策 10,808 13,858

・ 地域連携･低炭素水素技術実証事業 55,000 92,502

・ スマートハウス普及促進補助金 5,000 5,000

項　　　　　　　　　　　　目
予 算 額 （ 千 円 ）

 ４．美しく潤いのある自然やまちなみと人が共生するまち 

市域における温室効果ガスの削減に向け、LED防犯灯設置費補助

のほか、下関市地球温暖化対策地域協議会との連携により、

「ノーマイカーデー」、「クールビズ」等の取組を行う。 

大気汚染常時監視、微小粒子状物質(PM2.5)成分分析、有害大気

汚染物質モニタリング、大気汚染測定機器の整備等 

周南コンビナートから運搬した水素を燃料電池車等に活用する
実証事業を行う。 
[債務負担行為] 
・簡易型水素供給設備設置事業 (H28～H31) ２０９,０００千円 
・純水素型燃料電池借上料 (H29～H31) ２９,９９９千円 

家庭用創エネ･省エネ機器の設置費用の助成を行う。 

[補助上限] ①エネファーム 10万円 ②蓄電池システム 8万円 

      ③家庭用ｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽﾃﾑ(HEMS) 2万円 

Ｈ23.3月に策定された市域における地球温暖化防止対策、施策

に関する計画を現在の社会情勢や国の動きに沿ったものに改訂

する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

ｴ) 自然公園の保全 <観光施設課>

・ 自然公園内の施設管理等

　豊田県立自然公園内(豊田湖畔公園等) 6,903 6,354

　北長門海岸国定公園内(つのしま自然館) 5,403 5,732

(2)良好な景観の形成

ｱ）景観形成の推進 <都市計画課>

・ 都市景観形成推進業務 6,193 7,390

　下関市景観計画の推進､花いっぱい計画・夜間景観形成推進 (4,193) (3,390)

　夜の景観照明事業補助金(下関駅周辺ｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ設置) (2,000) (4,000)

ｲ) 屋外広告物の規制の推進 <都市計画課>

・ 屋外広告景観推進業務 3,584 3,557

　屋外広告物条例に基づく屋外広告物の規制

ｳ) 景観まちづくり活動の推進 <都市計画課>

・ 景観まちづくり活動支援補助金 200 200

(3)廃棄物処理の推進

ｱ) 処理環境の充実

・ 次期最終処分場整備事業 <環境施設課> 59,000 143,000

　吉母管理場埋立地整備等

・ 奥山工場主灰･飛灰セメント原料化処理 <環境施設課> 340,000 384,010

・ 終末処理業務 <環境施設課> 346,729 354,923

　豊北中継貯留槽の整備 (55,000) (20,000)

新 ・ 事業所用ごみ百科作成 <ｸﾘｰﾝ推進課> 260

新 ・ ごみ分別アプリ「さんあーる」導入 <ｸﾘｰﾝ推進課> 184

・ 生ごみ堆肥化容器購入費補助金 <ｸﾘｰﾝ推進課> 700 1,000

・ 再資源化推進事業奨励金 <ｸﾘｰﾝ推進課> 20,505 26,000

奥山工場の焼却灰(主灰・飛灰)をセメント原料化施設へ運搬して
セメント原料として再利用する。 

古紙等を集団回収した団体(自治会等)に奨励金を交付し、家庭

から排出される資源化物の再資源化と減量化を図る。 

(5円/kg→4円/㎏) 

豊浦･大津環境衛生センターの解体跡地に中継貯留槽を整備。 
[継続費] (H30～H31)４００,０００千円 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 産業廃棄物適正処理業務 <廃棄物対策課> 28,795 27,927

　不法投棄パトロール等の実施、ＰＣＢ廃棄物分析費補助金

(4)住環境の整備

ｱ) 公営住宅等の整備 <住宅政策課>

・ 公営住宅等ストック総合改善事業 197,000 171,964

・ 白雲台団地公営住宅等整備事業 9,785 20,000

新 　白雲台団地再生ＰＦＩアドバイザリー業務 (9,000)

・ 1,000 8,000

ｲ) 安全・安心な住環境の整備

・ 空き家対策業務 <住宅政策課> 18,343 18,758

　危険家屋除却費補助金 (12,500) (14,000)

　空き家管理･流通促進支援事業補助金 (600) (600)

拡 　空き家居住促進改修補助金 (4,200) (3,000)

・ 住宅・建築物耐震化促進業務 <住宅政策課> 6,254 69,137

・ 民間住宅対策業務 <住宅政策課> 974 5,711

　土砂災害特別警戒区域等移転改修補助金

新 ・ 介護人材確保・空き家有効活用共同支援事業 10,400

<介護保険課>
<住宅政策課>

下関駅周辺地区市営住宅等団地再生可能性検討業務

木造住宅無料耐震診断員派遣 

木造住宅耐震改修事業補助金、建築物耐震診断事業補助金 

空き家の売却予定者又は居住予定者等に対して、バリアフ
リー化や省エネルギー化の改修費を助成する。 
(上限：中心部 80万円/件、その他 60万円/件) 

空き家の外観調査や内部換気などの管理費を助成する。 

土砂災害特別警戒区域等内の住宅等の改修に要する費用の一
部を助成する。 

介護保険サービス事業所の従業者を居住させるために空き家を
購入して宿舎を整備する場合に改修費の一部を補助するととも
に、介護保険サービス事業者が従業者を確保するための経費の
一部を補助する。 
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平成30年度 平成29年度

(1)市街地の整備

ｱ) 市街地の魅力向上

・ 中心市街地活性化促進業務 <産業振興課> 29,887 33,428

　中心市街地魅力発信事業 (2,680) (2,980)

拡 　まちづくり人材育成型地域活性化事業 (6,800) (6,000)

・ 市街地再開発事業ﾌｧｰｽﾄｽﾃｯﾌﾟ支援補助金 <市街地開発課> 300 300

ｲ) 持続可能な都市空間づくり

・ 都市計画マスタープラン推進事業 <都市計画課> 25,282 34,799

　立地適正化計画策定業務 (10,000) (12,000)

新 　密集市街地環境整備事業 (11,000)

新 ・ 中心市街地北側斜面地調査業務 <市街地開発課> 1,000

・ 交通円滑化推進事業 <交通対策課> 6,431 18,453

新 　地域公共交通再編実施計画策定業務 (6,000)

・ ｢サイクルタウン下関構想｣推進事業 <交通対策課> 5,496 6,522

・ 地籍調査の推進(本庁･菊川･豊田･豊北地域) <都市計画課> 123,998 132,110

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

 ５．効率的で活動しやすい都市機能を備えるまち 

放置禁止･抑制区域を巡回し、撤去、保管、返還を行う。 

あるかぽーと地区にコミュニティＦＭのサテライトスタジオ
を設置し、中心市街地のにぎわいと交流人口拡大を図る。 

専門家が指導する実践的プログラムによるまちづくり人材の
育成を行うとともに、当該人材の活動を支援していく組織体
制を構築する。 

コンパクトシティの形成を目指し、居住誘導区域や都市機能
誘導区域の設定とその実現に向けた方策を検討する。 

市街地再開発事業の具体化に向けた調査研究等に対して助成を行
う。 

密集市街地について、良好な住環境整備の促進及び防災性の
向上を図るため、整備地区の選定等の必要な調査を行う。 

バス路線網の再編のため、バス停ごとの乗降需要を調査し、
路線の見直しによる効率化等が図られるよう、基礎資料の作
成を行う。 

地域住民の高齢化と家屋の老朽化等が進む中心市街地北側斜面
地において、地域住民と協働してまちの将来像を検討するため、
ワークショップ等を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

(2)公共交通の整備

ｱ) バス交通等 <交通対策課>

・ 生活バス運行事業 57,237 52,000

拡 　生活バスワンコイン（100円）化

・ 地方バス路線維持費補助金 200,000 200,000

・ 廃止路線代替バス運行費補助金 92,000 92,000

・ コミュニティ交通事業費補助金 1,700 1,700

・ バス活性化システム整備費等補助金 1,400 4,800

ｲ) 鉄道交通

・ ＪＲ山陰本線利用促進 <交通対策課> 1,000 300

・ ＪＲ山陰観光列車運行(再掲P.18) <観光政策課> (1,000) (1,000)

ｳ) 海上交通 <港湾局>

・ 離島航路（六連島航路・蓋井島航路） 139,832 167,376

新 　六連島航路船舶建造 (15,000)

(3)道路の整備

ｱ) 広域交通連絡網の整備 <都市計画課>

・ 山陰道長門・下関建設促進期成同盟会負担金 500 800

・ 関門海峡地域連携共同調査費負担金 1,500 2,000

ｲ) 地域連携道路の整備

・ 国道等整備促進 <都市計画課> 1,535 2,046

・ 国道用地先行取得事業 <都市計画課> 692,500 495,000

・ 県道整備(県施行負担金) <道路課> 34,000 60,000

　

長門市と連携し、山陰本線の利用促進のための普及啓発を図る。 

下関美祢線、長府綾羅木線、長府前田線、幡生綾羅木線、宇賀山
陽線、豊浦久野線 ほか 

下関市一般国道建設整備促進期成同盟協議会運営等 

独立行政法人 鉄道建設･運輸施設整備支援機構(JRTT)と共同
発注で建造し、耐用年数期間中､JRTTの持分に対して使用料を
支払い、期間満了時に100%市所有船とする。 

国の長府印内交差点改良事業に協力して、道路拡幅用地の先行取
得を行う。(土地取得特別会計) 

菊川地区、豊田地区、豊北地区の生活バスの使用料を100円に
することにより、利用人数の増加を図る。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 都市計画道路の整備 <道路課> 545,200 398,036

ｳ) 生活道路の整備 <道路課>

・ 市道の整備 708,892 744,924

・ 交通安全施設等の整備 522,600 630,472

・ 市道の維持管理 196,957 195,412

・ 私道整備助成 1,000 2,000

　私道舗装等工事費補助金

新 ・ 通学路安全対策事業 <道路課> 2,000

　

(4)公園・緑地の整備

ｱ) 公園の整備及び保全 <公園緑地課>

・ 乃木浜総合公園整備事業 273,000 168,000

　園路及び広場等の整備

・ いきいきシルバー･キッズ公園事業 42,000 42,000

新 ・ リフレッシュパーク豊浦整備事業 3,100

ｲ) 都市緑化の推進 <公園緑地課>

・ 緑化祭の開催 6,518 3,873

新 　山口ゆめ花博関連イベント (2,700)

武久幡生本町線、竹崎園田線 

高尾･幡生線、向洋町3号線、上新地町25号線、内日下37号線、
本村･西山線、中道線、大学町･熊野線、員光･清末線、吉見新町
22号線、宇部線 ほか 

小月小島線、延行･郷線、今出夕ヶ垰線、中村長正司線、角島大
橋線、宮迫中原線 ほか 

歩行者や自転車の安全な通行を確保するため「ゾーン３０」と
して認定されている地区において、路面表示やガードレール設
置等を行う。 

山口きらら博記念公園で開催される山口ゆめ花博内において、

歴史・文化・観光地・特産品の紹介等を行い、地域の特色を

ＰＲする。 

リフレッシュパーク豊浦の「おまつり広場」を整備し、芝生化を

行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 緑のリサイクル推進事業 9,500 9,500

(5)情報・通信の整備

ｱ) 地域情報化の推進 <情報政策課>

・ 高度情報化推進業務 792 1,432

(6)港湾の振興

ｱ) 港湾機能の強化

・ 国直轄事業負担金 <港湾局> 405,000 202,500

　新港地区(泊地)、西山地区(岸壁)

・ 港湾施設整備事業 <港湾局> 472,700 347,000

　長府地区(橋梁､防波堤)

　本港地区(岸壁)

新 　長府地区(航路浚渫) (205,800)

新 　唐戸ボードウォーク改修工事 (21,000)

・ 環境整備事業 <港湾局> 209,900 179,600

　新港地区(緑地)

・ 旅客上屋整備事業 <港湾局> 24,200 34,600

・ 新港地区港湾関連用地造成事業 <港湾局> 746,600 730,000

・ 新港地区産業誘致促進業務 <港湾局> 5,000 5,000

　長州出島への産業誘致活動

・ 県管理港整備(県施行負担金) <港湾局> 18,000 13,500

　豊北地区(角島港物揚場改良等)

・ モーダルシフト利用促進事業(再掲P.27)
<産業立地・
　就業支援課>

(6,000) (6,400)

長州出島に企業誘致を行うため、造成中の産業振興用地におい
て排水路・道路等インフラ整備を行う。 
[継続費] (H29～H30) １,２６０,０００千円 

公園・街路樹の剪定等により生じた枝葉をチップ化し再利用す

ることでゴミを減量化し、ＣＯ2の削減や有機物のリサイクルの

促進を図る。 

国際ターミナルの老朽化したエスカレーター及び空調機の改修を
行う。 

長府地区の貨物量増大及び新規航路需要に対応するため、航
路の浚渫（-11ｍ）を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

新 ・ 下関港ウォーターフロント開発推進事業 <港湾局> 8,000

ｲ) つかいやすい港づくり <港湾局>

・ 港湾ＥＤＩシステム運用 7,672 15,145

・ 下関港基本計画策定 84,000 104,500

ｳ) 集貨推進及び国際航路の充実

・ 集貨対策･航路誘致 <港湾局> 12,779 13,019

・ 客船誘致 <港湾局> 37,748 52,263

新 ・ 外国客船受入環境強化業務 <港湾局> 10,000

・ 長州出島移転促進支援業務 <港湾局> 6,000 20,000

新 ・ 長州出島港湾施設利用拡大業務 <港湾局> 3,000

・ 下関港利用促進補助金 <港湾局> 3,000 3,000

新 ・ 長州出島新港岸壁竣工式 <港湾局> 800

・ 貿易拡大推進事業 <産業振興課> 21,688 15,605

　輸出入品展示商談会開催 (1,330) (1,400)

　下関地域商社･海外販路開拓支援事業 (20,000) (13,800)

・ 貿易団体の育成(再掲P.28) <産業振興課> (1,958) (1,971)

長州出島に整備中の産業振興用地への企業誘致促進を図るため、
企業に対する立地動向調査や専用ホームページの作成を行う。 

国内、海外において、ポートセミナー及びポートセールスを実施
する。 

下関港の国際定期フェリーやコンテナ航路を利用して輸出入を行
うコンテナ貨物の新規利用者に対して補助する。 

下関港の将来ビジョンを示すため、環境調査、航行安全検討調査
等を行い、下関港港湾計画を改定する。 

長州出島へのコンテナ機能移転を円滑かつ確実に推進するため、
利用者に対する支援を行う。 

市と連携した｢産･官･学･金｣の各主体が､それぞれのノウハウ
を持ちより､一貫した支援を行う擬似的な貿易会社｢下関地域
商社｣として海外販路開拓パッケージを提供する。 

外国クルーズ客船の乗組員等を対象とした市内周遊シャトルバ
スの提供や乗客用の仮設トイレを設置するなど、受入環境を充
実させる。 

あるかぽーとエリア、岬之町エリアを中心とした関門海峡沿い
のウォーターフロントエリアの開発整備に向け、事業者参入要
件の整理等を行う。 
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平成30年度 平成29年度

(1)生活安全の推進

ｱ) 消防・防災機能の強化

・ 消防車両整備 <消防局> 76,388 84,500

・ 救急業務高度化 <消防局> 20,108 40,624

・ 火災予防業務 <消防局> 1,932 2,463

　防火指導、立入検査、住宅用火災警報器の設置促進

・ 消防団充実強化 <消防局> 165,260 148,508

　安全装備品、情報通信機器等 (11,544) (12,000)

　消防団車両等更新整備 (48,700) (54,800)

　消防機庫改修等 (105,016) (81,708)

拡 ・ 水難救助高度化事業 <消防局> 88,017 8,276

・ 内水ハザードマップの作成 <上下水道局> 43,500 10,000

新 ・ 大規模盛土造成地調査事業 <建築指導課> 10,500

・ 自主防災リーダー育成事業 <防災安全課> 500 2,646

・ 災害応急復旧業務 <防災安全課> 20,000 20,000

・ 防災業務 <防災安全課> 27,078 30,046

新 　Ｊアラート新型受信機導入 (2,086)

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

６．誰もが安全で安心して暮らせるまち 

｢消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律｣の施行
を受け､消防団員の安全装備品､車両､機庫等を拡充整備する。 

大規模盛土造成地の位置、場所及び規模を調査し、大規模盛土造
成地マップを作成する。 

高規格救急自動車に積載する高度救命処置用資機材を購入すると
ともに、救急救命士(2人)、指導救命士(2人)を養成する。 

潜水士の養成(4人)や水難救助車及び潜水用資機材を整備し、水
難救助体制の充実強化を図る。※H30:水難救助車購入 

特別警報等の充実や情報の処理時間の短縮のため、Ｊアラー
トの新型受信機を導入する。 

水槽付消防ポンプ自動車などの常備消防車両を更新整備する。 

川棚小串排水区等における大雨による浸水区域のハザードマップ
の作成、印刷及び配付を行う。 

これまで養成してきた防災士や地域のリーダー等を対象とした
研修会を実施する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 国民保護法業務 <防災安全課> 5,044 5,072

　国民保護、危機管理に関する情報発信･普及啓発

ｲ) 防犯対策 <防災安全課>

・ 防犯啓発業務 36,792 38,815

ｳ) 交通安全対策 <防災安全課>

・ 交通安全業務 27,613 28,378

　交通安全運動の実施、下関安全会議等への運営費補助等

ｴ) 消費者自立支援対策 <市民文化課>

・ 消費生活業務(消費生活センター運営) 12,644 14,667

・ 市民相談業務(一般相談､弁護士相談) 8,378 8,384

(2)公衆衛生の充実

ｱ) 暮らしに係る衛生の推進

・ 食の安心･安全推進 <生活衛生課> 5,062 5,197

　食品の苦情相談、事業者の指導、食品衛生に関する啓発等

・ 衛生検査業務 <試験検査課> 19,317 29,124

　検査機器の整備 (11,445) (20,000)

ｲ) 動物の愛護及び管理の推進
<動物愛護管理
　　センター>

・ 動物愛護推進 6,635 6,230

　飼犬･ねこ避妊手術費補助金 (1,360) (1,360)

・ 犬の適正管理 12,626 11,894

　犬の登録、狂犬病予防注射、適正飼育指導等

ｳ) 斎場及び墓園の適正な管理 <保健総務課>

・ 斎場管理(6箇所) 132,254 135,987

　大谷斎場火葬炉改修工事

・ 墓園管理(中央霊園及び市営墓地12箇所) 40,473 47,918

　防犯対策や暴力追放に関する啓発活動､防犯灯設置費の助成

食品衛生、感染症等に関する行政検査、化学物質等に関するリス
クコミュニケーション事業を行う。 

全自動固相抽出装置(残留農薬の検査機器)の整備を行う。 

いのちの教室、動物ふれあいフェスティバル等の開催 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

(3)道路・橋梁等老朽化対策の推進

ｱ) 道路・橋梁等老朽化対策の推進 <道路課>

・ 道路老朽化対策 364,050 431,300

　人工地盤改修 (346,500) (367,500)

　道路空洞化対策 (6,000) (5,000)

　歩道橋改修 (11,550) (58,800)

・ 橋梁長寿命化 428,500 491,000

　橋梁長寿命化修繕(15m以上) (251,650) (215,500)

　橋梁老朽化対策(15m未満) (101,850) (208,500)

　橋梁定期点検 (75,000) (67,000)

(4)上水道の整備

ｱ) 上水道の整備 <上下水道局>

・ 長府浄水場更新事業 54,241 45,082

　公民連携支援業務等

・ 水道施設の耐震化事業 524,485 86,400

　基幹管路及び施設の耐震化工事等

・ 水道施設の老朽施設更新事業 1,019,330 1,274,274

　楢原浄水場更新事業、老朽管更新事業

(5)下水道等の整備

ｱ) 下水道等の整備

・ 未普及対策事業 <上下水道局> 4,232,869 3,476,020

　吉見圧送幹線布設工事等

・ 施設の改築･耐震化事業 <上下水道局> 418,102 724,977

　山陽終末処理場の電気設備工事等

・ 浸水対策事業 <上下水道局> 581,612 838,743

　浸水対策工事(筋ヶ浜､彦島､山陰､川棚小串排水区)等

・ 農業集落排水処理(菊川､豊田､豊浦､豊北) <農林整備課> 193,384 177,336

新 　農業集落排水施設ストックマネジメント事業 (16,000)

整備面積 49.7ha 管渠整備 約13.9km 

農業集落排水施設の機能診断・保全計画の策定を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 漁業集落排水処理(蓋井島) <水産課> 12,265 6,972

新 　機能診断・保全計画策定事業 (6,000)

・ 合併処理浄化槽設置費補助金 <廃棄物対策課> 29,700 40,116

　単独処理浄化槽及びくみ取り便槽からの転換費用の助成

(6)河川・海岸環境の整備

ｱ) 河川環境の整備 <河川課>

・ 普通河川新設改良事業 19,237 24,742

・ 水路改良事業 22,040 31,448

・ 浸水対策事業 184,453 162,757

・ 急傾斜地崩壊対策事業

　がけ崩れ災害緊急対策事業 10,200 16,300

　小規模急傾斜地崩壊対策事業 56,080 56,080

　県施行負担金 57,000 67,000

ｲ) 海岸環境の整備・保全

・ 海岸保全施設整備事業

　宇賀漁港海岸保全施設(護岸改良) <水産課> 210,000 204,000

　和久漁港海岸保全施設(護岸改良) <水産課> 31,500 32,470

　海岸老朽化対策(計画策定) <水産課> 24,500 15,000

　山陽地区海岸保全施設(堤防) <港湾局> 88,500 88,300

　県施行負担金
<港湾局>

<農林整備課> 23,600 14,700

・ 下関港海岸直轄事業 <港湾局> 550,000 529,000

　壇ノ浦～山陽地区：護岸改良

・ 海岸漂着物等収集運搬(下関､豊浦､豊北地区) <水産課> 543 579

武久、後田、長府亀の甲、富任、川中古屋町、田部、下岡枝、矢
田･西市地区 

小串地区（突堤）、松屋埴生地区（堤防） 

神田町、彦島緑町 

彦島江の浦町、長府松原町、長府満珠町ほか 

南部町 

涌田、島戸、阿川、和久、安岡 

漁業集落排水施設の機能診断・保全計画の策定を行う。 
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平成30年度 平成29年度

(1)保健・医療の充実

ｱ) 健康づくりの促進 <保健総務課>

・ 健康づくり推進 14,358 15,170

　健康づくり推進協議会、食生活改善の推進

　健康チャレンジ２０１８

　ふくふく健康２１フェスタ

　食育推進計画「下関ぶちうま食育プラン」推進

・ 保健推進委員活動 6,752 6,863

ｲ) 各種保健事業の推進

・ 健康増進業務 <成人保健課> 176,012 183,300

・ 母子保健相談指導 <こども保健課> 24,364 24,982

　乳児家庭全戸訪問、養育支援訪問等

　妊娠･出産包括支援事業 (11,902) (12,273)

・ 乳幼児健診指導 <こども保健課> 47,317 48,971

・ 妊婦健診指導 <こども保健課> 185,136 191,000

・ 不妊治療費助成 <成人保健課> 55,189 46,233

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

 ７．人と人とが支え合う誰もが健やかで笑顔があふれるまち 

・各種健康診査、健康相談、健康教育等 
・セットがん検診事業(肺がん､胃がん､大腸がん検診) 
・女性特有のがん検診事業(乳がん､子宮がん検診) 
・退職者世代(男性)のがん検診事業(大腸がん､前立腺がん検診) 

各種健康診査やふくふく健康チャレンジ対象事業への参加な
どを通じて、市民の自主的な健康づくりや生活習慣改善への
意識形成を図る。 

朝ごはん３(ｽﾘｰ)チャレンジ、第３次計画の推進 

・保険適用の不妊治療費に対し上限3万円の助成 
・保険適用外の体外受精等の不妊治療費に対し1回につき上限15
万円の助成(初回分は15万円を上乗せ） 

・男性不妊治療費に対し15万円の助成 

・不妊・不育専門相談 

第二次健康づくり計画推進のためのイベント開催 

母子保健コーディネーターを配置し、妊娠期から子育て期ま
で切れ目のない支援(産前産後サポート事業､産後ケア事業)を
行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 精神保健福祉業務 <成人保健課> 9,784 9,392

新 　依存症対策事業 <成人保健課> (216)

・ 小児慢性特定疾病対策 <こども保健課> 56,078 56,673

・ 難病患者在宅ケア推進 <成人保健課> 3,383 3,476

・ 心身障害児総合療育機能推進事業 <こども保健課> 2,215 2,272

・ 感染症予防業務 <保健医療課> 11,085 11,094

・ 予防接種業務

　予防接種(こども) <こども保健課> 494,516 514,473

　里帰り等定期予防接種助成金 <こども保健課> 2,500 7,023

　予防接種(成人) <保健医療課> 222,700 225,565

・ 結核対策業務 <保健医療課> 27,777 28,239

・ 薬事等業務 <保健医療課> 1,691 1,726

ｳ) 地域の医療体制等の充実

・ 地域医療対策協議会等運営 <地域医療課> 13,262 13,005

「日本脳炎」「ヒブワクチン」「小児用肺炎球菌ワクチン」 

「四種混合」「水痘」「麻しん･風しん」「ＢＣＧ」など 

「インフルエンザ」「成人用肺炎球菌ワクチン」 

いのちのワクチン事業、地域生活支援事業、精神保健福祉相談、
訪問指導、ひきこもり対策事業など 

医療費助成、自立支援事業、日常生活用具給付 

在宅療養支援事業、訪問相談事業、医療相談事業など 

療育相談会、乳幼児発達支援親子教室、幼児発達相談事業等 

感染症予防事業､新型インフルエンザ対策､肝炎対策、エイズ等性
感染症対策 

健康診断､結核患者接触者の健診､結核患者医療費負担など 

薬事関係営業の許認可･監視、薬物乱用防止対策事業、薬のリス
クコミュニケーション事業など 

里帰りなどで県外の医療機関で子どもの予防接種を受けた者
に対して、その費用を償還払いする。 

下関医療圏地域医療構想の調整、地域の病院による病床機能報告
の整合性の検証、地域包括ケアの推進など 

大学生等を対象として、アルコールやギャンブル等の依存症
に関する講演会を開催する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

新 ・ 地域医療確保対策業務 <地域医療課> 8,500

・ 夜間急病診療所運営 <地域医療課> 84,784 80,889

・ 救急医療対策業務 <保健医療課> 60,846 60,453

・ ＡＥＤの整備 <保健医療課> 5,711 5,527

・ 市立市民病院運営費負担金･交付金 <地域医療課> 780,318 748,503

・ 市立市民病院整備資金貸付 <地域医療課> 540,000 1,200,000

　ＭＲＩ機器装置更新、手術室増設ほか

・ 豊浦病院整備支援事業 <地域医療課> 1,514,500 1,435,400

・ 豊田中央病院医療機器整備 <豊田中央病院> 28,000 28,073

　超広角走査レーザー検眼鏡ほか

新 ・ 豊田中央病院医師確保対策事業 <豊田中央病院> 14,149

新 ・ 保健・医療・福祉共同研究事業 <豊田中央病院> 1,000

ｴ) 国民健康保険事業の充実 <保険年金課>

拡

【国民健康保険料】

※保険料の引き下げ（平均6.9％引き下げ）

※医療給付費分賦課限度額の引上げ(54万円→58万円)

日曜祝日在宅当番医や休日歯科診療、二次病院輪番を実施する

医療機関等に対する補助など 

豊浦病院の譲渡等に関する基本協定に基づき、山口県済生会に
対して建替費用等の支援を行う。 

[債務負担行為] (H27～H30) ３,２６５,０００千円 

公立施設にＡＥＤを整備 既存２５２台 

地域医療構想の推進に併せて、下関医療圏における持続可能な
医療提供体制の早期実現を図るため、外部有識者検討会やシン
ポジウムを開催する。 

医師確保対策として、病院経営環境調査や地域包括ケア人材養

成プログラム作成等を行う。 

病院が中心となって、保健・福祉等の一般行政部門と共同研

修・研究を行う。 

平成30年4月から国民健康保険制度の安定的な財政運営や効率的な事
業運営のために、山口県が財政運営の責任主体となり、市町ととも
に国民健康保険の保険者となる（広域化）。 

医療給付費分
後期高齢者

支援金分
介護納付金分

所 得 割 9.6% 2.8% 3.3%

被保険者均等割 25,500円 7,600円 9,800円

世 帯 平 等 割 23,700円 7,000円 6,700円

58万円 19万円 16万円

区　　分

保
険
料

賦  課  限  度  額
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 国民健康保険総合システム開発･改修業務 96,707 131,064

・ 保健サービスの充実

　重症化予防事業 24,062 26,262

　はり、きゅう施術補助 23,444 34,840

　外来人間ドック補助 52,496 52,332

新 　歯周病健診 4,219

・ 特定健康診査･特定保健指導 121,758 117,469

　生活習慣病の予防に資する特定健康診査･特定保健指導

新 　眼底検査 (2,086)

(2)地域福祉の充実

ｱ) 地域福祉の充実 <福祉政策課>

・ 民生児童委員活動援護業務 77,333 77,352

・ 地域福祉推進業務 1,219 1,555

　地域福祉基金の果実を活用した地域福祉推進事業等補助

・ 社会福祉協議会助成 137,762 137,762

・ 婦人相談業務 4,687 4,772

(3)高齢者福祉の充実

ｱ) 高齢者福祉サービスの充実

・ 地域包括支援センター運営 <長寿支援課> 404,642 398,921

　高齢者の支援を行う中核機関(12ヶ所)

・ 在宅医療･介護連携推進事業 <長寿支援課> 20,836 20,844

・ 生活支援体制整備事業 <長寿支援課> 34,876 36,419

・保険料の賦課徴収、保険給付等に係る総合システムの開発 
[債務負担行為] システム (H26～H30) ４５０,０００千円 
        端末機器 (H27～H30) １７０,０００千円 

レセプトデータ等から医療費分析を行い、糖尿病などが重症
化する可能性のある被保険者へ保健指導を行う。 

医療･介護関係者の連携を支援する相談窓口を設置し､そこを拠
点に課題抽出や各種研修､普及啓発等の連携強化の取組を行う。 

生活支援コーディネーター(7人)を配置し、地域活動団体､地域
包括支援センター、自治会、民生委員､民間事業者等と連携して
高齢者の生活支援体制を構築する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

<長寿支援課>
<成人保健課>

　認知症高齢者見守り､認知症サポーター養成

　認知症総合支援事業 <長寿支援課> (12,947) (15,955)

・ 配食サービス <長寿支援課> 53,308 62,628

・ 緊急通報体制整備 <長寿支援課> 31,036 34,198

新 ・ 介護人材確保・定着職場改善支援事業 <介護保険課> 7,000

新 ・ 10,400
<介護保険課>
<住宅政策課>

・ はり､きゅう､マッサージ等施術助成 <長寿支援課> 44,855 45,232

　[対象者] 70歳以上(国民健康保険被保険者を除く)

・ 高齢者措置業務(養護老人ホーム入所措置等) <長寿支援課> 176,658 179,965

・ 養護老人ホーム｢陽光苑｣運営 <長寿支援課> 236,782 217,941

新 　陽光苑空調設備等改修 (28,000)

・ 軽費老人ホーム助成(事務費補助：12施設) <長寿支援課> 415,021 410,021

・ 生活支援ハウス運営 <長寿支援課> 13,086 13,086

・ 老人クラブ活動費助成 <長寿支援課> 7,595 8,005

・ 高齢者バス等利用助成 <長寿支援課> 31,175 31,196

<長寿支援課>
<成人保健課>

 ・ 介護予防･日常生活支援総合事業 1,113,226 680,214

※制度改正(保険給付費から地域支援事業への移行)による事業費増

新 　住民主体によるサービス事業支援事業 <長寿支援課> (10,000)

介護予防の推進ｲ)

・ 認知症高齢者支援 17,423 21,427

介護人材確保・空き家有効活用共同支援事業(再掲P.39)

要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等のため､介護予
防･生活支援サービス事業､介護予防ケアマネジメント､介護予防
把握事業､介護予防普及啓発事業､地域介護予防活動支援事業､一
般介護予防事業評価事業等を実施する。 

｢認知症初期集中支援チーム｣の設置･運営、認知症の容態に応
じた適切なサービス提供の流れを示す｢認知症ケアパス｣の普
及、｢認知症カフェ｣運営費の助成等を行う。 

「いきいきシルバー100」9月15日～11月3日及び11月～3月の第3
金曜日(ノーマイカーデー)に70歳以上の高齢者が路線バス等を
100円で利用できるようにして社会参加を促進する。 

介護事業所に対し介護従事者の負担軽減に資する介護機器の導
入に対する助成を行い、人材の確保・定着を促進する。 

通いの場や居宅での軽作業等の生活支援を住民相互の助け合
いで行う団体の立ち上げ等に要する経費の一部を補助する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

ｳ) 介護保険事業の充実 <介護保険課>

第７期介護保険事業計画（H30～H32）

【介護保険料】

　※介護保険料基準額 月額200円アップ

・ 介護給付等費用適正化 15,593 13,072

(4)障害者福祉の充実

ｱ) 障害者福祉サービスの充実

・ 相談支援 <障害者支援課> 56,820 56,724

<障害者支援課>

<成人保健課>

・ 日常生活用具給付 <障害者支援課> 77,000 78,000

・ 訪問入浴サービス <障害者支援課> 31,000 32,000

・ 福祉タクシー助成 <障害者支援課> 63,250 65,290

・ 特別障害者手当等給付 <障害者支援課> 80,003 80,205

・ 障害者デイサービス <障害者支援課> 55,700 61,800

・ 重度心身障害者医療費助成 <障害者支援課> 1,279,632 1,279,603

新 ・ 身体障害者補助犬飼育費補助金 <障害者支援課> 144

ｲ) 障害のある人の地域社会からの孤立・隔離防止

・ 点字･声の市報発行 <広報広聴課> 3,326 3,326

・ 自立支援給付等業務 5,481,816 5,399,982

基幹相談支援センター 1ヶ所、一般相談支援事業所  7ヶ所 

要介護認定、ケアマネジメント、事業者のサービス提供体制、
介護報酬請求に係る適正化を図る。 

介護給付、訓練等給付、補装具費支給、自立支援医療給付 

所得段階

第１段階 基準額× 0.45 2,475 円

第２段階 基準額× 0.65 3,575 円

第３段階 基準額× 0.75 4,125 円

第４段階 基準額× 0.9 4,950 円

第５段階

（基準額）
基準額× 1 .0 5 ,500 円

→

第６段階 基準額× 1.2 6,600 円

第７段階 基準額× 1.3 7,150 円

第８段階 基準額× 1.5 8,250 円

第９段階 基準額× 1.7 9,350 円

第10段階 基準額× 1.75 9,625 円

第11段階 基準額× 2.0 11,000 円

第12段階 基準額× 2.25 12,375 円

月額保険料保険料率

（第５段階の所得区分）

世帯に市民税課税者が

いるが、本人が市民税非

課税で、前年の課税年金

収入額と合計所得金額

の合計が80万円を超える

方

身体障害者補助犬の飼育に必要な費用の一部を助成 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

・ 点字図書館運営費助成 <障害者支援課> 28,684 28,344

・ 意思疎通支援 <障害者支援課> 19,212 19,164

・ 障害者スポーツセンター運営 <障害者支援課> 29,865 29,527

・ 身体障害者福祉センター運営 <障害者支援課> 22,449 32,449

(5)低所得者福祉の充実

ｱ) 自立・援助対策の充実

・ 生活困窮者自立支援業務 <福祉政策課> 41,557 41,635

・ 生活保護(扶助費) <生活支援課> 7,500,000 7,800,000

・ 就労支援員の配置 <生活支援課> 5,774 5,440

・ 救護施設｢梅花園｣運営 <生活支援課> 156,155 158,961

・ 中国残留邦人等生活支援業務 <福祉政策課> 4,028 4,830

・ 社会福祉法人等利用者負担額減免助成 <介護保険課> 6,432 6,208

手話通訳者、要約筆記者等の派遣、重度障害者入院時コミュニ
ケーション支援事業等 

就労支援員(２人)を配置し、生活保護受給者に対し職業指導や

求人情報の提供を行う。 

社会福祉法人による生計困難者の介護サービス利用者負担額の
軽減に対して助成を行う。 

生活困窮者に対して、①自立相談支援、②住居確保給付金の支
給、③就労準備支援、④一時生活支援、⑤家計相談支援、⑥子
どもの学習支援を行う。その他就労訓練事業に係る事業者認定
を行う。 
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平成30年度 平成29年度

(1)地域のまちづくりの推進

ｱ) 住民自治によるまちづくり

・ 住民自治によるまちづくり推進業務 54,402 102,688

(2)市民活動支援の推進

ｱ) 市民活動の促進 <市民文化課>

・ ボランティア･ＮＰＯ活動推進 24,144 24,172

　しものせき市民活動センター運営等

・ 町民館整備事業費等補助金 13,205 15,000

ｲ) 地域コミュニティ組織の育成支援 <市民文化課>

・ 市民活動支援補助金 2,800 3,000

(3)行政機能の充実

新 ・ 第２次下関市総合計画後期基本計画策定業務 1,708

<企画課>

ｱ) 広報広聴機能の充実

・ 市報しものせきの発行 <広報広聴課> 58,578 62,138

・ テレビ･ラジオ広報 <広報広聴課> 15,384 15,384

・ 議会報の発行 <議会事務局> 3,979 3,878

ｲ) 情報公開の推進 <総務課>

・ 情報公開業務 4,581 4,159

ｳ) パブリックコメント等の推進

・ 市民協働参画審議会 <市民文化課> 410 410

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

<まちづくり
　　　支援課>

８．人のつながりを大切にし、地域の力が活きるまち 

・まちづくり交付金（1地区平均：300万円） 
・まちづくり研修会の開催 
・まちづくり協議会ネットワーク会議の開催 

公開プレゼンテーションによる審査を経て、公益的な市民活動
を助成する。 

第２次下関市総合計画後期基本計画の策定のための経費。 
[債務負担行為] (H31) １２,０００千円 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

ｴ) 行政情報機能の充実

・ 基幹系システム最適化業務 <情報政策課> 324,178 259,742

・ インターネットシティ整備事業 <情報政策課> 229,790 257,638

　内部情報システム運用管理業務 (39,546) (39,546)

新 　情報セキュリティ強化対策事業 (8,958)

・ 人事情報総合システム更新業務 <職員課> 29,615 31,650

・ 住民票等のコンビニ交付業務 <市民ｻｰﾋﾞｽ課> 28,266 17,168

・ 旅券発給事務 <市民ｻｰﾋﾞｽ課> 4,422 4,293

・ 行政不服審査調整業務 <総務課> 2,200 2,560

新 ・ 業務委託に係る電子入札システム導入 <契約課> 9,525

・ 個人情報保護業務(個人情報保護審査会) <総務課> 371 361

ｵ）本庁及び総合支所等の機能強化

新 ・ 本庁舎整備事業（新庁舎整備） <管財課> 427,000

・ 菊川総合支所整備事業 <管財課> 20,000 783,800

基幹系システムの運用管理 
[債務負担行為] (H27～H37) ２,６６４,０４５千円(税抜) 

住民票等のコンビニ交付システムの運用のための負担金等 

山口県が構築した情報セキュリティクラウドを経由してイン
ターネット接続するために運用経費の一部を負担する。 

H12に導入した人事情報総合システムの更新 
[債務負担行為] (H28～H33) １５４,０００千円 

業務委託等の入札契約事務を電子入札システムで行うためのシス
テム改修 

菊川総合支所新庁舎の竣工に伴う移転等に係る経費 
(H30.5.7オープン) 

行政不服審査法に基く審査請求に対して、審理員による審査、行
政不服審査会への諮問、裁決を行う。 

財務会計､文書管理､庶務事務システムの運用管理 
[債務負担行為] (H28～H33) ２０９,１４２千円 

本庁舎本館解体、新庁舎建設 

[継続費] (H30～H31) １,７３０,０００千円 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成30年度 平成29年度

拡 ・ 総合支所機能強化事業 <各総合支所> 12,000 8,000

<豊田総合支所>
<豊北総合支所>

(4)行財政の健全化

ｱ) 行財政改革の推進

・ 公共施設マネジメント推進業務 <行政管理課> 3,420 4,700

新 ・ 川中・安岡地区複合施設整備等検討業務 <行政管理課> 1,000

新 ・ 公共施設整備基金への積立 <財政課> 245,439

にぎわいのまちづくり促進事業(再掲P.28) (2,000)新 ・

本市が所有する全ての公共施設等を対象とした「下関市公共施
設等総合管理計画」に基づき、公共施設の適正な配置の検討や
施設の効率的かつ効果的な運営等に向けた各種の取組みを行う。 

安岡公民館、安岡支所の移転に係る事業構想を策定する。また、
川中支所の移転について、事業計画の策定等に取組む。 

豊浦四町の再生のため、総合支所が独自の施策を実施するための
経費を拡充。 

廃止した公共施設の敷地など、不要な土地の売却収入を基金に積
み立て、公共施設の整備、解体に活用する。 
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●新規開設施設
（単位：千円）

区分 施設名 概要 開設時期
管理運営費

予算額

建替 菊川総合支所
鉄筋コンクリート造 2階建
延床面積 約2,148㎡

H30年 5月 11,932

新規 中央こども園

千草、大坪、高尾保育園及び向山、生野幼稚園を集約化
鉄筋コンクリート造 2階建　延床面積 約2,084㎡
定員 180名
子育て支援センター、児童発達支援事業所を併設

H30年 4月 174,787

改築 菊川こども園
菊川こども園に菊川こども園田部分園を統合して増改築
鉄骨造 2階建　増築面積 約484㎡
定員 140名　子育て支援センターを併設

H30年 4月 103,841

改築 垢田こども園
垢田保育園に垢田幼稚園を統合して改築整備
鉄筋コンクリート造 2階建 延床面積 約770㎡
定員 150名

H30年 4月 105,425

再開 ふれあい健康ランド温浴施設
老朽化した高温水管及び熱交換器を更新し、温浴施設(温
水プール、浴場)を再開

H30年秋頃 118,638

新規
乃木浜総合公園人工芝グラウ
ンド

人工芝　1面　　面積 約10,368㎡
（使用料） 1面3,000円/時 半面1,500円/時

H30年 2月 1,603

新規 菊川体育館
鉄筋コンクリート、一部鉄骨造 2階建
延床面積 約1,890㎡
アリーナ、プレイルーム、観覧席（156席）

H30年 4月 19,500

●除却施設
（単位：千円）

区分 施設名 建替概要等 建築年
解体費
予算額

建替
下関市役所本庁舎本館
　鉄筋コンクリート造 8階建外
　延床面積 約9,900㎡

本庁舎本館を解体し、跡地に新庁舎を整備する。 昭和30年外 249,750

廃止
旧菊川自然環境活用センター
バーベキューハウス
　鉄骨平屋造　延床面積 約35㎡

H28に用途廃止した自然環境活用センターのバーべキュー
ハウスの建物が傾斜して危険なため解体する。

平成 2年 2,000

廃止
大坪保育園
　コンクリートブロック造 平屋建
　延床面積　約446㎡

中央こども園に集約化したため解体する。 昭和40年 28,000

廃止
高尾保育園
　鉄筋コンクリート造　2階建
　延床面積　約462㎡

中央こども園に集約化したため解体する。 昭和48年 34,000

廃止
彦島第二保育園
　コンクリートブロック造 平屋建
　延床面積　約547㎡

園児数の減により廃止したため解体する。 昭和45年 28,000

廃止
彦島風車塔
　鉄骨造 3階
　延床面積　約160㎡

建物の老朽化が著しいため解体する。 平成 6年

廃止
内日水源地公園公衆便所
　木造
　延床面積 約20㎡

施設の老朽化が著しいため解体する。 昭和46年

廃止

市営住宅
　勝山砂子多 4戸
　コンクリートブロック造 平屋建
　延床面積 約128㎡

老朽化した市営住宅を解体する。
※跡地は売却予定。

昭和38年

廃止
市営住宅
　勝山砂子多 集会所
　軽量鉄骨造 平屋建 延床面積 約24㎡

老朽化した市営住宅の集会所を解体する。
※跡地は売却予定。

昭和54年

移転
建替

消防機庫
　①彦島分団第４部（弟子待）
　②彦島分団第５部（田の首）
　③彦島分団第６部（迫）
　④消防団本部倉庫（福浦）

①②は統合して隣接地に建替
　　鉄骨造 2階建、延床面積 約92㎡
③④は統合して隣接地に建替
　　鉄骨造 平屋建、延床面積 約48㎡

① 平成 5年
② 昭和56年
③ 昭和53年
④ 昭和40年

14,616

12,000

7,000



- 60 -

●ボートレース事業収入充当事業

①社会福祉の増進、②医療の普及、③教育文化の発展、④体育の振興

（単位：千円）

目的 事業名 所管課 事業費 充当額

1 ① 保育室空調設備設置 こども育成課 19,450 19,000

2 ① 私立保育所施設整備 こども育成課 16,800 5,500

3 ① 児童クラブ空調設備設置 こども家庭課 13,000 10,000

4 ① 熊野児童クラブ増築 こども家庭課 48,000 26,500

5 ② 豊浦病院整備支援補助金 地域医療課 1,514,500 151,000

6 ③ 学校環境集中改善事業
学校支援課

学校保健給食課
295,000 295,000

7 ③ 学校給食施設再編整備(ＰＦＩ導入可能性調査) 学校保健給食課 7,000 7,000

8 ③ 王司・川棚公民館改修 生涯学習課 10,000 10,000

9 ③ 美術館施設大規模改修(屋上防水等) 美術館 69,000 69,000

10 ③ 長府毛利家遺品購入 文化財保護課 50,000 50,000

11 ④ 新体育館整備(基本構想及び体育施設再編) スポーツ振興課 7,000 7,000

12 ③ こども未来基金積立金 こども育成課 450,000 450,000

2,499,750 1,100,000合　　計
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（単位：千円）

No. 部局名 課所室名 会計 款 見直し案件 効果額

1 総合政策部 企画課 一般 総務費 大学コンソーシアム関門事業の廃止 328

2 総合政策部 広報広聴課 一般 総務費 オフトーク通信サービスの廃止 4,387

3 総合政策部 広報広聴課 一般 総務費 市役所吹奏楽団の見直し（練習時の時間外勤務手当等廃止） 3,409

4 総合政策部 国際課 一般 総務費 留学生国際親善大使任命事業の廃止 370

5 総務部 職員課
一般
特別

総務費 職員手当の見直し 30,564

6 総務部 職員課
一般
特別

総務費 旅費の見直し 13,415

7 まちづくり推進部 まちづくり支援課 一般 総務費 まちづくり交付金の減額 47,000

8 まちづくり推進部 まちづくり支援課 一般 総務費 地域サポート職員の減員（▲8人） 11,865

9 まちづくり推進部 まちづくり支援課 一般 総務費 まちづくり協議会税理士相談等業務の減額 1,020

10 市民部 市民文化課 一般 総務費 芸術文化関係コンクール出場賞賜金の対象者の絞込み・単価減額 812

11 市民部 市民文化課 一般 総務費 らくーざ事業補助金の廃止 450

12 市民部 防災安全課 一般 消防費 防災士養成講座の廃止 2,496

13 福祉部 長寿支援課 一般 民生費 敬老祝品の見直し（80歳・99歳の廃止） 11,404

14 福祉部 長寿支援課 一般 民生費 はり、きゅう、マッサージ等施術助成の限度回数の減 377

15 保健部 保健総務課 一般 歳入/使用料 斎場使用料の改定（4月～） 11,512

16 保健部 生活衛生課 一般 衛生費 下関市快適環境づくり推進協議会補助金の減額 200

17 環境部 クリーン推進課 一般 衛生費 生ごみ堆肥化容器購入費補助金の減額 300

18 環境部 クリーン推進課 一般 衛生費 再資源化推進事業奨励金の減額（1kg当たり5円→4円） 5,495

19 産業振興部 産業振興課 一般 商工費 アンテナショップ事業の廃止 1,558

20 観光・スポーツ部 観光政策課 一般 商工費 観光コンベンション協会補助金の減額 900

21 観光・スポーツ部 観光施設課 一般 商工費
旧秋田商会ビルの運営形態の見直し（観光情報センターの廃止、
休館日の設定等） 2,358

22 観光・スポーツ部 観光施設課 一般 歳入/使用料 ふれあい健康ランド使用料の改定（10月～） 3,829

23 観光・スポーツ部 スポーツ振興課 一般 教育費 ツール・ド・しものせき実行委員会負担金の減額（参加料の改定） 1,000

24 観光・スポーツ部 スポーツ振興課 一般 教育費 下関海響マラソン実行委員会負担金の減額（参加料の改定） 11,000

25 観光・スポーツ部 スポーツ振興課 一般 教育費 全国大会出場及び優勝賞賜金の対象者の絞込み・単価増額 1,813

26 建設部 道路課 一般 土木費 私道整備助成事業の減額 1,000

27 建設部 道路課 一般 歳入/諸収入 人工地盤、竹崎・細江線の命名権設定 2,970

28 建設部 河川課 一般 土木費 松谷海岸環境整備事業の見直し 3,000

29 都市整備部 都市計画課 一般 土木費 国道2号印内勝山間事業化促進資料作成委託業務の廃止 1,200

30 都市整備部 公園緑地課 一般 土木費 出生記念樹贈呈業務の廃止 1,242

31 都市整備部 公園緑地課 一般 土木費 夜の景観照明委託業務の規模縮小（老の山公園廃止） 400

32 港湾局 経営課 一般 土木費 港湾会計繰出金（人工島使用料50%減免分）の廃止 48,407

33 港湾局 施設課 港湾 歳入/諸収入 港湾施設（人道橋・国際ターミナル）の命名権設定 3,200

34 教育委員会 教育政策課 一般 教育費 私立専修学校教育条件整備費補助金の減額 500

35 教育委員会 学校教育課 一般 教育費 私立学校教育振興補助金の減額 14,000

36 教育委員会 美術館 一般 教育費 美術品購入枠予算の廃止 1,000

37 財政部 財政課 一般 土木費 下水道事業会計補助金（基準外繰出の縮減） 533,567

778,348合　計

下関せんたく会議による見直し事業　一覧
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